
令和4年11月30日判決言渡同日原本領収裁判所書記官

平成31、年（ワ）第34 6 5号国家賠償請求事件
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口頭弁論終結日 令和4年5月30日

判 決

当事者の表示 別紙当事者目録記載のとおり

（当事者目録で定義した用語は、本文においても用いる。）

主 文

1 原告らの請求をいずれも棄却する。

2 訴訟費用は、。原告らの負担とする。

事実及び理由

第 1 請求

． 被告は、原告らに対し、各10 0万円及びこれらに対する平成31年2月28日
から支払済みまで年5分の割合による金員を支払え。

第2 事案の概要等

1 事案の概要

本件は、同性の者との婚姻を希望する原告らが、婚姻を異性問のものに限り向性

聞の婚姻を認めていない民法及び戸籍法の諸規定が憲法14条1項、 24条1項及

び2項に違反しているから、国会は民法及び戸籍法の諸規定が定める婚姻を同性問

でも可能とする立法措置を講ずべき義務があるにもかかわらず、これを講じていな

いことが国家賠償法1条1項の適用上違法であると主張して、慰謝料各10 0万円

及びこれらに対する訴状送達の日（である平成31年2月28日から支払済みまで平

成 29年法律第44号による改正前の民法所定の年5分の割合による遅延損害金の

支払を求める事案である。

2 前提事実等

当事者聞に争いのない事実並びに後掲証拠（証拠番号は、特に断らない限り校番

号を含む。以下同じ。）及び弁論の全趣旨によって明らかに認定できる事実は以下
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のとおりである。． ， 

性的指向（se~ualorientation）とは、人が情緒的、感情的、性的な意味で、人に

対して魅力を感じることであり、このような恋愛、性愛の対象が異性に向くことが

事－異性愛、向性に向くことが同性愛（グイ、レズピアン）、双方の性別に向くことが

両性愛（パイセクシヤノレ）である（以下、性的指向が異性愛である者を「異性愛者J、

．性的指向が向性愛である者を f同性愛者j といい、同性愛者と性的指向が両性愛で

ある者を併せでf同性愛者等Jという。）。また、身体時性5Jljと性自認（ge時 ride:1:1tity) 

が一致しない者がトランスジェンダーである（以下、同性愛者等とトランスジェン

ダーを併せて「性的少数者j と呼ぶことがある。）。

(2）原告ら
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・3 法律の定め

ω 民法は、第4編第2章「婚姻jを設け、婚姻に関する諸規定を置き（7 3 1条以

下）、婚姻の成立要件、効力等について定めているところ、その中で、．婚姻は、戸

籍法の定めるところ．により届け出ることによっで、その効力を生ずる旨を定め（ア

ー 39条1項）、婚姻した当事者を「夫婦jと呼称し、そのいずれかを f失j又は「秦J

と呼称している（7 5 0条、767条等）。

また、戸籍法は、婚姻をしようとする者は、 夫婦が称する氏等の事項を届書に記

載して、その旨を届け出なければならず（7 4条）、婚姻の届出があったときば、

夫婦について新戸籍を編成し（1 6条l項本文）、当核戸籍には、戸籍内の各人に

ついて、夫又は妻である旨が記載されることとされている（1 3条6号）。

このように、婚姻制度に関する民法第4編第2章及び戸籍法の諸規定（以下、と

お れらを併せて「本件諸規定j という。 ）は、向性の者同士の婚姻を明文で禁止して

いるものではないが、婚姻を「夫」と f萎」の聞のもの、すなわち異性問のものと

。！巳

2b 

しで定めており、 同性問の婚姻は認められていない。－

4 争点

( 1) 向性聞の婚姻を認めていない本件諸規定の憲法適合性

(2) 国会が向性問の婚姻を可能とする立法措置を講じないことが国家賠償法1条

1項の適用上違法と評価されるか
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(3）損害の有無及び額

. (4) 国家賠償法6条所定の相互保証の存否（原画

5 争点に関する当事者の主張

対係）

(1）、向性聞の婚姻を認めていない本件諸規定の憲法適合性．（争点（1))

（原告らの主張）

ア 本件諸規定が憲法24条1項に違反することについて

（アウ人と木が、親密な関係を基礎として一定の永続性を持った共同生活を営み、

家族を形成することは、 人生の喜びゃ悲しみを分かち合うことを通じた人生の充実

をもたらすものであり、 その入らLい人生、その人らしい幸福追求をなす上で重要

JO な意味を持つ。このような家族の形成について、法律が要件と効果を定めて承認 ・．

公証し、社会の構成単位として位置付け、権利義務の束を付与する仕組みが婚妓（法

律婚）であるが、婚姻は、 上記のとおり人生の充実をもたらすばかりでなく（法制

－度を通じた様々な権利義務の付与やそれに伴う社会的承認を通じ、その当事者を社

… －．．： 会の構成単位として正式に認め迎える契機ともなるものである。 このように、婚姻
・．

I~ はその人の人生と人格に深く関わるものであり、個人が人格的生存を図る上で不可

欠の事柄である。そのため、婚姻をするかどうか、いつ維とするかについての自己

決定権（以下 f婚姻の自由j という。）は、全ての人が個人として尊重される（憲

法13条）という憲法の基本原理に照らし、自己決定権の重要なー内容をなすもの

というべきである。

'.:C そして、婚姻及び家族制度に関する規定である憲法24条の法意は、個人よりも

2~ 

f家Jを優位に置いて婚姻の自由が制限されるなどした昭和22年法律第222号

．による改正前の民法の下での婚姻制度の在り方を根本から否定・した上、婚姻が自己

決定権の重要なー内容であることに鑑み、新たな婚姻制度の下では人が望む相手と

．の意思の合致のみにより自律的に婚姻をなし得ることが確保されなければならない

ことを命ずるというものに他ならない。このように、法制度の存在を前提に、人が

自己の望む相手と意思の合致のみにより自律的に婚姻をする権利としての婚姻の自
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由は、憲法24条1項により保障される。

付） この婚姻の自由は、法律婚を定めた法制度の存在を前提とするものではある

が、人と人が生活を共にしようとするに当たり、社会が一定の条件の下でこれを承

認し、これに様々な利益や責任を結びつける仕組みは、前国家的なものであり、婚

姻に関する法制度は、このような性格を有する婚姻に対し、法律による規律・整序

を及ぼしたものにすぎない。したがって、憲法24条1項は、婚姻に関する法制度

の枠内でのみ婚姻の自由を保障しているのではなく、国家以前の個人の尊厳に直接

由来する自由として婚姻の自由を保障していると解すべきであり、憲法が婚姻制度

について要請し想定した核心部分を婚姻に関する法制度が何らの正当化根拠なく制

：。 約する場合には、その法律は違憲となる。

そして、憲法24条1項が、婚姻は両性の合意にのみに基づいて成立するとして、

・． 婚姻が当事者間の自由かっ平等な意思決定により成立すべきことを定めていること、

・・・ ． 同条2項が、配偶者の選択が個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚すべきことを求
－－－．－ 
－－－．－ 
－・．－

‘・． 
" 

めていること、婚姻は個人の人格的自律に深く関わり、個人の幸福追求において最

も重要な意味を持つものの一つであることなどからすると、憲法が婚姻制度につい

て要請し想定した核心部分とは、望む相手と両当事者の合意のみに基づいて婚姻が

成立するという点であると解すべきである。

（ウ） 同性カップノレも、異性カップルと全く同様に婚姻の本質を伴つだ共同生活を

営むことができ、現に原告らは異性カップノレと同様にパートナーとの間で信頼関係

"' に基づく関係を築いている。同性愛者等にとって、婚姻による法的保護を受けるこ

"' 

とが人格的生存に不可欠であることは異性愛者と何ら異なるところはなく、このこ

とは、原告らがパートナーと婚姻、できないために周囲から夫婦としての承認を得る

ことができず、具体的な不利益を受けている事実か白しでも明らかである。さらに

異性愛者に婚姻の自由を保障する一方で同性愛者等を婚姻の自由から排除すること

は、同性愛者等に対し、異性愛者よりも劣った存在であり、社会の正式な構成員で

はないとのスティグ、マを与えるものであり、このことは民主主義社会の基盤を弱体
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化させることにーもつながる。

したがって、憲法が婚姻の自由を保障した趣旨は向性カップルにも当然に妥当し、

これらを別異に扱うべき憲法上の根拠は存在しないから、憲法24条1項は、異性

愛者のみならず、同性愛者等にも婚姻の自由を保障するものであり、同項の婚姻の

自由は同性聞の婚姻にも及ぶものと解すべきである。

供） これに対し、憲法24条1項は「両性jの文言を用いており、その制定の際

には異性聞の婚姻のみが想定されていたことがうかがわれる。

しかし、憲法制定過程において、婚姻の当事者を男女に限定することが議論され

たり、そのために「両性」という文言が使用されたりした事実はない。憲法24条

の制定趣旨は、旧憲法下の家制度の制約を婚姻及び家族の法制から排除し、婚姻に

ついては対等な当事者の自由な意思によるべく、戸主等の同意を要件とする制度を

排除することであり、同条におけるゐ「両性」の文言は、向性問の婚姻を排除する趣

JO 
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 ．． ．． 旨に出たものではないというべきである。
' . . . ；，・・・．． ． 
－． ． また、憲法24条が「両性」の文言を用いたのは、憲法制定時、同性愛が精神疾－・．－
I'; 息と認識されており、同性問の親密な関係や共同生活が法的保護を及ぼす対象とし

て意識されるととがなかったためである。しかし、その後、精神医学の分野におい

て、同性愛を精神疾患とする知見に合理的な根拠がないことが実証的に明らかにさ

れ、現在では同性愛は精神疾患に当たらないとする認識が確立している。これに伴

い、性的指向に基づく人権の制約は許されないという認識が国際的に浸透し、諸外

出 国では向性カップノレの婚姻の法制化が次々に実現している匂我が国においても、多

くの地方自治体において向性カップノレを承認する制度であるいわゆるパートナーシ

ツプ証明制度の導入が進んでいるほか、国民の中でも、向性聞の婚姻制度の導入に

賛成する者が約6割を占めるなど、向性カップノレを異性カップルと等しく婚姻によ

り保護すべきであるという意識は高まり続けている。

以上のとおり、憲法の原理に即し、また社会の変化を踏まえて考察すれば、憲法" 

が婚姻制度について要請し想定した核心部分である、望む相手と両当事者の合意の
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みに基づいて婚姻が成立するというときの「問当事者」には、向性の者同士も含ま

れると解釈するのが、今日の解釈として相応しいものというべきである。憲法制定

当時に想定されていなーかった権利がその後の社会の変化を受けて憲法上の権利とし

て認められるに至った例は数多く存在するのであり、上記のごとく考えることは何

ら不当なものではない。そもそも、婚姻の自由が憲法上の権利として保障される究

極的な根拠は、それが憲法の基本価値である個人の尊厳に不可欠だからであるとこ

ろ、婚姻がもたらす法律上・事実上の価値の重要性や、婚姻をするかどうか、いつ

誰とするかを自律的に決定することができることの重要性は、異性愛者であると向

性愛者等であると、何ら異なるところはないので、あって、婚姻の自由が異性問の婚

川 姻については保障される一方で、向性聞の婚姻については保障されないなどとする

解釈がおよそ不当であることは明らかである。
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．．
 
．
 

．．． ．． ．．
 

よって、憲法24条1項における「両性Jとは「両当事者」を意味すると解すべ

きであり、同項は異性愛者と同様、J 同性愛者等に対しでも婚姻の自由を保障してい

． 

．．
 ．． ．． ．
 

．．． ．．． ．
 
－， 

るというべきである。

聞 なお、被告は、本件諸規定の目的は生殖と養育に対する法的な保護であるか，，一、

ら、異性カッフ。ルにのみ婚姻の資格を与える本件諸規定の立法目的は合理性を有す

ると主張する。しかし、民法上、生殖能力及び意思が婚姻の要件となっていないこ

とからも明らかなとおり、生殖と養育は婚姻の目的ではなく、一つの機能・役割に

すぎない。かえって、子を産み育てながら共同生活を送ることは異性カップルと同

出 様に向性カップルでも行い得るのであるから、生殖と養育に対する法的な保護を婚

姻の目的として挙げるのであれば、なおさら向性カップノレの保護の必要性は高いと

いうべきである。

そして、同性愛者等を婚姻から排除することを正当化する根拠は何ら存在せず、

それどころか、本件諸規定の基礎となる立法事実であった、異性愛こそが正常な人

目 的結合の在り方であり、その反面、同性愛は正常ならざる人的結合であるとする観

念（いわゆる異性愛規範）は現在では失われているのであるから、本件諸規定は、
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今関においては何らの合渡性を有しない。

よって：、間性問の婚婚を認めだいない本件諸規定は、議長法24粂1項に違反する

ものである。

イ 本件諸規定が憲法24条2項に違反することについて

的憲法24条2演はさ婚婚及び家族に関する立法について、その制定の指針を

示すと筒憾に、 「傭人の尊厳と間性の＊質的平等Jiと反する立法については、これ

を然効ならしめる効力安存ずる規定である。

ところで、婚施主とするかどうか、いつ誰とま警婚するかについての意思決定、とり

わけ誰と婚綴するかという配偶者の選択に係る意怒決定は、その人の人絡に深〈穏

JO わり、個人のさ絵箔の追求について自ら行う意忽決定の中で最も重要なものの一つで

あり、もし婚姻、どりbけ配偶者の選択を闘闘に行えないのであれば、個人が尊厳

・． まちる存従として尊議されたとは到底いえない。したがヵて、婚姻の喜由、とりわけ

．
 
．
 

－
 

a

・．．
 －－－ ．．
 

• • 配偶者選択の窃段は、憲法24条2壊にいう f鎚人の尊厳ど関性の本質的平等Jの

最も主主主要な内容の一つに当たるというべきであり、湾攻が「配偶者の選択」さと明文
・・ ・・ー－ － ．，．．．． 
• • • • ．． ． 

l気 で掲げ、更に同条1項が婚燃の自由について特に規定を設けたのは、上言自の内容を

実定法に具現イじしたもりぞあると解ぢれる。そして、婚婚の8曲、とりわけ配偶者

選択の自織が上記のごとき重要性を有することに鑑みれば、法律が婚姻の8路、と

りわけ配偶者選択の自由をE支援否定したり、婚姻の成立や蕊偶者の選択に繍人の人

格安答定するよ告な条件寄設けて自潟 t~意思決定を制約したりするような場合には、

このような税約に真にやむを得ない濃密が存在するか否かが厳格に審査される必婆

があり、このような理自が移復すると認められない限り、当該法律は、慾法24条

2項に違反するものと解すべきである。

なお、被をきは、憲法24条2攻が立法府の広い裁量を認めたものである旨主張す

る。しかし、問項！な、婚姻及び家族に関する立法ぶ「個人の尊厳及び雨後の本質的

思 平等Jに立脚したものでなければならないとして立法に対する宣接約な拘束を及ぼ

しているのであるから、立法府は疋当な寝泊のない限りJ:記拘束に従った立法惑とす
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るほかないのであって、立法裁量安行使する余地はない。被告の主張は失当である。

的本件務規定；立、向性問の婚娘を禁止するものであるから、本件諸規定により

同性愛者毒事は自らが望む相手との婚綴をすること弱体ができなくなる。よって、本

件諸規定は、向性愛者等の縫婚の自陶を直接的かっ強度に縦約十るものである。婚

姻は、戸線によって身分関係が公怒され、様＃な権利裁務の束を喜善命させるととも

に、その身分に応じた社会的;if<認が付総ずる法律行為であり、終婚により、共i湾生

活額係は法的な家族として保障され、社会的に承認されることとなるp 向性愛者等

は、婚麹合すること自体ができなくなるこどにより、配偶者としての様々な権料義

務の束校卒受できず、夫嬢としての社会約承認を受けるこどもできないという重大

” な不制益を被ることになる。

また、役的指向は人11)性の重要な携成要紫で喜ちり、人格に深〈被差した飽伎であ

・． って、街らの意思で変えることは困難である。そのような中、・肉伎愛考考察に対して

市，．
 
．
 
．
 
．．
 －－－－ －a
・ . .除 異投開の婚姻~前提とする婚婚繊度告と強いることは、性的指向及び性鼠認を根拠に

社会の豪華客な制度から排除することにつながるものであり、その人の人格そのもの

・・・，. ＇・
－
j

，‘， －
 

a

，
 

“，
 

．‘
． －－－ e 
．． 

l誌 を否定するものである。

しかも、本件務笈定の存也自体、間性愛者毒事に対する社会的な差別・録免を助長

させJ社会会分断するものである。

以よからすれば、本件諸主義建は同性繁華号室事の個人の尊厳を様めて深刻に駿損する

ものというほかなく、 「個人の尊厳と筒性の本霊安約平等jに立脚したものとは到底

'" いうことができず、これを亙当イじする猿拠もおよそ見泌すことがでiぎない。

したがって、本件諸規定は、策法24粂2項に音量反するむのである。

閉また、間性簡の婚婚に憲法24条1項による婚姻の自由の保障が及ぶか否か

そおくとしても、本件務規定は同条2項に議反するものである。

すなわち、婚摺及び家族に関する立法惑を？傍人の尊厳と予毒性の本質的平等jに立

誌 脚したものでなければならないとする策法24粂2項の重要識は、当該立法が憲法上

の権利として係獲される人格権を不当に後答してはならないとか、湾伎の形式的な

9 



「

平等が保たれなければならないということのみを求めるものにとどまらず、憲法上

直接保障された権利とまではいえない人格的利益をも尊重すべきこと、両性の実質

的な平等が保たれるように図ること、婚姻制度の内容により婚姻をすることが事実

上不当に制約されることのないように図ること等についても十分に配慮した法律の

制定を求めるものである。よって、法律が婚姻の自由に対する直接の制約とはなら

ない場合でも、事実上これを制約するものである場合には、当該法律は、やはり憲

法24条2項に違反することとなる。

そして、結婚をするかどうか、いつ誰と結婚するかといった事柄に関する意思決

定は、少なくとも個人の人格的生存にとって不可欠の利益であることは疑いがない

!') から、憲法24条2項の適用上は、このような人格的利益も尊重すべきである。そ

して、本件諸規定は、向性カップルが異性カップノレと何ら異なるところのない共同

生活を営んでいるにもかかわらず同性カップノレを婚姻から排除している点で、同性

． ．．・．惨 カップル』と異性カップノレの本質的平等を害しているし、本件諸規定は同性愛者等に

，． －
 

aw 
－
 
－‘ ．．
 
．
 
．． とって婚姻に対する不当な制約となっていることは明らかである。

仁i:) さらに、前記アで述べたとおり、憲法24条1項の「阿性」の文言に異性問" 
の婚姻以外を否定あるいは排除する趣旨はない。また、同項が制定当時は異性聞の

婚姻を想定していたとしても、同条2項は、 「配偶者の選択Jが「個人の尊厳」に

"' 

立脚せねばならないと定め、男女聞のものに限定していない。むしろ、同条1項は、

向条2項が定める「個人の尊厳と両性の本質的平等」のうち特に重要な内容を定め

たものであり、同条2項の内容が同条1項の内容に限定される関係にはなく、同条

2項の「婚姻及び家族に関するその他の事項jについて異性カップノレ以外の家族に

ついてその保護範囲が及ばないなどという解釈は成立しない。

ウ 本件諸規定が憲法14条1項に違反することについて

関本件諸規定の下では、異性愛者が自らの性的指向に従って異性のパートナー

目 と婚姻することができる一方で、同性愛者等はその性的指向に従って同性のパート

ナーと婚姻することができない。これは、性的指向が異性に向いているか向性に向一

10 



いているか、すなわち性的指向によって、婚姻の可．否それお体に関して区別取扱い

を行うものである令r本件諸規定において「J険的指肉j という文言討対除去隠の要件に実務

げられているものではないが、婚熔がS毒性聞のものに綬定されていれば、悶性愛者

等が婚姻から排除される結果となることは当然のことであるから、性的指向が直接

に鯵婚の成立基要件を構成するものでないからといって上記区別取扱いの存在を否定

することは鮮されない。

また、上認の観点どは別に、本件諸規定の下では、ある者との婚姻を襲む者がい

た場合に、異性の曜まは婚嬬蓄とすることができるのに、向性の者は婚姻惑とすることが

て？きないのであるから、自分自身の性別あるいは婚姻を希望する相手の性別によっ

" て婚婚の可否が区別されている！といえ、性.'illjによる区別取扱いであるともいうこと

ができる。

的そして、上記区別取扱いは、同性愛者等に対して婚婚をナることを直接的か

・・・．‘
つ全面的に制約するものであり、問性愛者等は、民法上の配偶者の地位という重要

な法的地伎を得られないのみならず、多i淡にわたる幾娘による法律上・専事実上の効－e

・
e
 

．
 

－
 
歯槽‘

岨

．．
 
．
 

4陸 ．． 

" 兵毛.~守l主主役実容受することができず、婚姻した異性カップルと同等の社会的承認も得

ることができないから、その不利益は甚大なおのであり、このことは、康食らが現

に婚姻ができないことによづて法律上・事炎上多殺に渡る不利益を受けてきたとい

う事実安みればなおさら明らかである。また、上記袋三ZIJ取扱いが性的指向ないし性

別という本人のコントローー／レの及ばない事療に装づくものであり、憲法14条1項

,. 後段列挙事由である社会的身分又は性別によるものであること、異性愛以外の性的

指向を有する若宮は全体の1鋭以下であってよ記区射殺扱いについて民主政の過稼をど

a 透じた救済が努待できないことからすれば、 Jェ記区,'ill］取扱いに合理的被拠が認めら

れるかの審査は、厳格に行わなければならない。

（ウ）そのよで、これまで述べたとおり、上記区射殺扱いが自らコントロールでき

ない泰闘は基づくものであること、婚婚の自闘に対する法的かっ亙接的な制約であ
¥ " 
り、被侵害権利、不利益は主義大かっ甚大であること、婚婚制度の目的主主毅密性に纂

11 



づく共同生活の保護にあることからすれば同性愛者等に婚姻を認めない理由は存在

しないこと、婚姻に伴う個別の法的効果の趣旨に照らしでも、向性カップノレにこの

ような法的効果を与えない理論的根拠が存在しないこと、さらに、同性愛者等を婚

姻から排除する本件諸規定の存在自体が同性愛者等に対する社会的偏見を強力に維

持し再生産する役割を果たしていることからすれば、本件諸規定が婚姻の可否につ

いて異性愛者と同性愛者等とで区別取扱いを設けていることに合理的理由が存在し

ないことは明らかである。

(:r.）被告は、婚姻制度の目的は生殖の保護にあると主張する。しかし、異性カッ

プルの中には、そもそも生殖の意思・能力がないものもあるところ、そのようなカ

JO ップノレが婚姻制度の本来の目的に合致レない存在であると一般的に見なされていな

いことは明らかである。婚姻制度の目的は、親密な関係（親密性に基づく共同生活）

の保護であり、 J生殖の保護はそこから派生する重要な機能・役割のーっと位置付け

るのが妥当であり、被告の上記主張は理由がない。

（被告の主張）。

ア 本件諸規定が憲法24条1項に違反しないことについて

ケ） 憲法解釈l己当たっては条文の文言に着目することが重要であるところ、憲法

．．
 －R ．
 
．
 
．
 
．．
 
．．
 ．
 
‘
 

．，． 
・・・．
・・．． ，， 
、.It .... 

－． 制．
1< 

24条は、 1項において「両性J及び「夫婦」という文言を用い、 2項において「両

性の本質的平等Jという文言を用いている。これらの文言の一般的な語義や、憲法

制定過程において同条で用いられた文言、更には憲法審議における議論の状況等か

叩 らすると、憲法24条1項にいう「両性Jが男女を意味することは明らかであり、

憲法は同性聞に婚姻を成立させることをそもそも想定していないというべきである。

（イ） また、異性聞の人的結合関係が婚姻として制度化された背景には、一人の男

性と一人の女性という異性問の人的結合関係が、今後の社会を支える次世代の子を

産み育てつつ、我が国の社会を構成して支える自然的かつ基礎的な集団単位である

時 家族を形成しているという社会的実態があり、そのことに対して歴史的に形成され

てきた社会的な承認がある。これに対し、向性聞の人的結合関係には自然生殖の可

12 



10 

能性が認められないし、向性問の人的結合関係を我が国における婚姻の在り方との

関係でどのように位置付けるかは未だ社会的な議論の途上にあり、我が国において、

向性問の人的結合関係に対して異性問の人的結合関係と同視し得るほどの社会的な

承認が存在しているとはいい難い。そうすると、憲法24条1項は現在でもなお異

性問の婚姻のみを保護の対象としていると解するのが相当である。

（功婚姻が必然的に一定の法制度の存在を前提としている以上、仮に原告ら主張

のような婚姻に関する自己決定権（婚姻の自由）を観念できるとしても、その自己．

決定権は、憲法の要請に従って構築された法制度の枠内で保障されるものにとどま

り、法制度を離れた生来的、自然権的な権利又は利益として憲法で保障されている

ものではない。そして、憲法24条1項は、婚姻について異性聞の人的結合関係の

みを対象としており、向性問の人的結合関係を対象とすることを想定しでいないの

・． であるから、原告らの主張は、同’性聞の人的結合関係についても異性問の人的結合

・ ， 関係を対象とする婚姻と同様の積極的な保護や法的利益の供与を認める法制度の創

・・・． ． 
、・・ .. ,, 設を国会に対して求めるものにすぎず、このような内実のものが自己決定権により
－． 

lぉ 基礎づけられると解することはできない。これは、向性問の人的結合関係を婚姻に

"' 

" 

含めることが、これを志向する当事者の幸福追求に資する面があるとしても変わる

ものではない。

仁i::) また、原告らは、同性愛を精神疾患とする知見が否定されたことを主張する

が、民法が定める婚姻制度は、昭和22年法律第222号による民法の改正（以下

「昭和22年民法改正j とし、う。）の前後を通じ、飽くまで我が国において婚姻が

生殖と子の養育を目的とする男女の結合であるとの伝統・慣習を立法化したものに

すぎず、その過程で同性愛が精神疾患であるとの知見が積極的に立法に反映された

形跡は見当たらない。したがって、同性愛を精神疾患とする知見が否定されたこと

は、本件諸規定の合理性を左右するものではないというべきである。

同 しかるに、憲法24条1項は、異性聞の婚姻に限って婚姻の自由を保障して

いるところ、本件諸規定はその趣旨を具体化したものにすぎないから、本件諸規定

13 



は何ら慾法24粂l演に違反するものではない。

イ ヌド件諸規定が憲法24条2項に違反しないことについて軍

（対憲法24条2項は、婚姻及び家淡に関する務墳について、溺の伝統や題決感

情を含めた社会状況における種kの要因を踏まえつつ、それぞれの時代における失

5 穏や親子関係についての全体の規律を見据えた総合的な判断を行うと：とによって笈

められるべきものであるとの観点から、具体的な若手UtJ芝の構築を第一次的には溺会の

合理的な立法裁量に委ねるとともに、その立法に当たっては、館入の尊厳と惰性の

水量霊的平等に立燃すべきでまbるとする婆籍、指針を示すことによって、その裁最の

限界をE留したものである。

対 前記アに述べたとおり、憲法24条l項は主要性務の人的総合関係に限って婚姻の

自治安保障するものである。開条2項はとこのような鈴援の下で婚熔のぞEり方を具体

化する剥皮の整綴を立法府に婆言書するものであり、間性務の人的総合関係そも対象

・’ ≪ • として媛織を認める立法措置をとるととを薬務していると解することはできなし＞

一二． そして、間壌にいう「額人の毒事厳jの意義も、このような規定の在り方に即して発事

" 釈されるべきであるところ、本件諸規定は、上記の華客誘に従った3工法の結果に他な

句。

2信

らないのであるから、何ら違憲の総緩を生ずる余地はない。

3長た、憲法24条2項の重要絡の範密を越えて向性問の婚姻を可能とする立法を行

うか否かについては、関会に広範な立法裁量が認められるとところ、援護会が間性問の

婚婚を可能とする立法会しないことについて立法裁量の逸鋭があるということはで

ぎない。

（イ）原告らは、本件議燦定が性自認及び性的指向に基Jヨいて幾刻するものである

とか、ヌド件諸規定が間性愛者毒事に対するスティグ？を醸成するものであるなどとし

て、本件諸規定の存在自体が間性愛者等の f俗人の尊厳jをと著しく鍛摂していると

主張する。

しかし、本件諸規定は、婚熔詩型Uf変を利用することができるか杏かの装準そ具体的・

個別的な婚姻当努事者の性自認及び性的指肉の点に設けたものではなく、ヰ立件諸規定
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の文言雪上、、向性愛者絡であることによって法的な愛別的取扱いを定ゐているもので

はないから、これなもって性自認及び性的機肉に基づく幾足立と評価する余地はない。

きた、前記アのとおり、多緩多様な人的総合関係のうち、異性織の人的結合関係が

婚姻として言語度化された背景には、自然生娘可能性を前提とする一人の男性と一人

; の女性の人的絡会関係が、殺が留の社会役構成して支える自然的かっ基礎的な集団

単位である家族を形成しているという社会的な実態があり、このような実態に対し

て歴史的に形成されてきた社会的な寄託認があるのに対し、間性問の人的総合関係に

は米だこれと問視し得るほどの社会的な承認が存在するとはいえないのであるから、

婚婚という法制度の対象~~急性問の婚姻に限定することには合壊的な理由がある。

時 これらに加え、本件諸規定の存従にかかわらず向性鰐で婚焔と問様の人的総会関係

を総ぶことは何ら妨げられないことも考滋すれば、ヱドイ牛諸規定が！売後愛者等に対す

婦、 Qスティグ...，..zr醸成するものであると評価することも相当でないというべきである。

υ ・締 ． （ウ｝以上から、本体務規定は、落禁法24条2攻に違反しない。
.. .. . . 
。． 鋼．

Y、

? 本件諸規定が議法.14謀長1項に逮反しないことについて

関原告らは、本件絡先建まさにより向性愛者等はその栓約指向に合致する者との媛

姻を妨げられているから、木イ牛務規定は性信号指向によって婚綴の可否それ8体につ

いての区別取扱いを設けていると主張する。

しかし、法律の規定が特定の事自に2毒づいて区別君主扱いを設けているといえるか

否かは、当該規定の慾償・内容や夜り方から客観的に判断すHべきであり、当該規定

告 が移復する総果として実際上集じ、又は投じ得る帰結から判断することは穏当でな

" 

い。そして、本件諸規定法、飽くまでも…人の男性と一人の女憾の簡の婚熔安定め

るものにすぎず、その文言j二、婚郷の成立婆イキとして当事者に特定の後約指向を有

することを求めたり、当事者会ま特定の性的指向を有することを理由に婚絡を禁じた

りするものではないから、性的指向に応じて婚姻の可否を定めているわけではない。

このように、オ立件諸規定は性的指向からは中立的な規定であり、 i苛性愛縁者撃がその

後約指肉に合致する者との簡で婚姻をすることができないとの事態がぎたじ、それに
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より同性愛者等と異性愛者との聞で婚姻の可能性についての差異が生じているとし

ても、それは本件諸規定から生ずる事実上の結果又は間接的な効果にすぎない。本

件諸規定は、全での人に対して一律に婚姻制度の利用を認めており、本件諸規定そ

れ自体に性的指向に応じた形式的不平等が存在するわけではない。

5 また、原告らは、本件諸規定は性別に基づく区別取扱いであるとも主張する。し

かし、本件諸規定の下では男性も女性もそれぞれ異性とは婚姻することができるの

であるから、本件諸規定は性別に基づく区別取扱いを定めたものとはいえない。

付）本件諸規定が憲法14条1項に適合するか否かを検討するに当たっては、立

法府の広範な立法裁量を前提に、緩やかな審査がされるのが相当である。

JO すなわち、本件諸規定の定める婚姻制度は、憲法24条2項の要請に基づいて創

設された制度であるところ、同項は、婚姻及び家族に関する事項について、国の伝

統や国民感情を含めた社会状況における種々の要因を踏まえた総合的な判断を行う

＠べきであるとの趣旨から、具体的な制度の構築を第一次的には国会の合理的な裁量

．‘・ n・．，
に委ねている。そうであれば、本件諸規定が憲法14条1項に適合するか否かを審... . . . 

・．． 
15 査するに当たっては、憲法24条2項が立法府に与えた広範な立法裁量を考慮する

ことは不可欠であるというべきである。このことに加え、憲法上、婚姻の自由は異

性聞の人的結合関係について保障されているにとどまり、同性聞の人的結合関係、に

ついては婚姻の自由が保障されているわけではないこと、向性聞の婚姻を認める立

法がなくとも、向性聞において婚姻類似の人的結合関係を形成、維持したり、共同

叩 生活を営んだりすることは何ら妨げられていないことを考慮すると、本件諸規定が

" 

憲法14条1項に違反しているといえるのは、本件諸規定の立法目的に合理的な根

拠がなく、又はその手段・方法の具体的内容が立法目的との関連において著しく不

合理なものといわざるを得ないような場合であって、立法府に与えられた広範な立

法裁量の範囲を逸脱又は濫用するものであることが明らかである場合に限られると

いうべきである。

（ウ）その上で、異性問の人的結合関係が婚姻として法制度化される前から、婚姻

16 



は男女間のものであるとする慣習が存在していたこと、婚姻の効果に関する民法の

諸規定、とりわけ嫡出の推定（民法772条）や子が父母の氏を称すること（同法

7 9 0条）の存在などからすると、本件諸規定の目的は、一人の男性と一人の女性

が子を産み育でながら共同生活を送るという関係に対して特に法的保護を与えるこ

とにあると解するのが相当である。そして、我が国において、一人の男性と一人の

女性による人的結合関係により子を産み育てる関係が我が国の社会を構成する基礎

的な集団単位として機能してきたという実態があり、そのことに対して歴史を通じ

て社会的な承認が醸成されてきたことを考えれば、このような立法目的が合理性を

有することは明らかである。

そして、向性問の人的結合関係には生殖可能性がなく、また我が国においては向

性聞の人的結合関係を異性聞の婚姻関係、と同視し得るほどの社会的承認が存在して

・． いるとはいい難いこと、他方で、同性聞の婚姻が認められていないとしても、向性

． ． 問で婚姻類似の親密な人的結合関係を構築、維持したり、共同生活を営んだりする

．．．．， 

－・．－－． ． 

"' 

" 

ことは何ら妨げられないこと、また、契約や遺言等の活用によって婚姻が認められ

ていないことによる事実上の不利益は相当程度解消することを考慮すれば、同性問

の人的結合関係を婚姻の対象に含めないことが本件諸規定の立法目的との関連にお

いて合理性を欠くと評価することはできない。

なお、本件諸規定の下では、子を持つ意思や可能’性（能力）がない男女であって

も、婚姻をすることは可能である。しかし、本件諸規定の立法目的は、その対象と

なる当事者として抽象的・定型的な男女のペアを想定しているところ、男女のぺア

には少なくとも抽象的・定型的には生殖可能性があるのであるから、実際の自然生

殖可能性の有無にかかわらず婚姻を認めることは、基準として不合理で、はない。加

えて、夫婦聞に子がなくとも、また子を持つ意思や可能性がなくても、夫婦問の大

的結合関係に基づく家族関係に対する社会的な承認が存在することには変わりがな

い。よって、子を持つ意思や可能性（能力）を問うことなく男女のベアに対して婚

姻を認めている本件諸規定の定めが、上記立法目的に照らして合理性を欠くとはい

17 
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えない。

(:r.）以上によれば、本件諸規定は、憲法14条1項に違反しない。

(2）国会が向性関の婚姻を可能とする立法措置を講じないことが国家賠償法1条ノ

1項の適用上違法と評価されるか（争点（2))

（原告らの主張）

ア 法律の規定が憲法上保障され又は保護されている権利利益を合理的な理由な

く制約するものとして憲法の規定に違反するものであるととが明白であるにもかか

わらず、国会が正当な理由なく長期にわたってその改廃等の立法措置を怠る場合等

においては、国会議員の立法過程における行動が職務上の法的義務に違反したもの

として、例外的に、その立法不作為は、国家賠償法1条1項の規定の適用上違法の

評価を受ける。

以下に述べるとおり、本件諸規定が憲法14条1項、 24条1項及び2項に違反

するものであることが遅くとも平成20年には明白になっていたにもかかわらず、

国会は正当な理由なく長期にわたって、本件諸規定が定める婚姻を向性問でも可能

とする立法措置（以下「向性問の婚姻を可能とする立法措置」という。＇ ）をとるこ

とを慨怠しているから、このような立法の不作為は、国家賠償法上違法である。

イ 20世紀後半、精神医学等の分野において相次いで同性愛が精神疾患に当た

るとする知見が否定された。それに引き続き、立法・行政等の分野でも、平成6年

3月、市民的及び政治的権利に関する国際規約（以下「自由権規約」という。） 2 

出 条 1項及び26条の「性jには「性的指向を含む」との判断が自由権規約委員会に

よって示され、主要な人権条約として初めて同性愛を人権問題と位置付けた。その

10 

" 

後、平成18年目に「性的指向と性自認に関する国際人権法の適用に関するジョグジ

ャカノレタ原員lj」が採択されたことなどを通じ、性的指向や性自認に基づく権利利益

の制約や差別は許されないとの法規範が国際的に浸透するようになった。そして、

田 平成18年までに5か国において向性聞の婚姻が法制化されでいた。

そのような中、我が国においては、平成12年に人権教育及び人権啓発の推進に

18 



． ． 

関する法律が成立し、性的指向と性自認に基づく差別が人権侵害であるという認識

が定着して．いった。そして、平成20年5月、我が国は、国連人権理事会り普遍的

定期審査の過程で勧告を受け、その後も性的指向と性自認に関する人権保樟に関し

て複数回にわたり条約機関からの勧告等を受ける中で、国際社会に対し、性的指向

と性自認に基づく差別が許されないととを繰り返し表明している。

以上の経緯のほか、性的指向と性自認に基づく差別の解消に向けた圏内外の各種

の動向等に照らτば、婚姻に関して性的指向や性自認に基づく権利利益の制約や差
別が許されないことは、どんなに遅くとも平成.20年の時点では国会にとって当然

に総織可能となっていたといえる。

』＠ 他方で、婚姻が個人の尊重に不可欠な自己決定のー内容であることは、憲法制定

当時から明らかであり、．当然L国会にとっても認識可能であつだ。

以上からすれば、向性問の婚姻を認めない本件諸規定が憲法14条1項、 24条． 
．
 

．
 
．
 
．
 
．．
 
．．
 ．．
 

1項及び2項に違反することは、遅くとも平成20年には国会にとって明白になっ．．，．・．．．．・． てい．たとし？うべきである。
ウ そして、同性問の婚姻を可能とする立法措置をとることについて立法技術的

、．．．．，・・，
l~ 

な困難が伴うものでもないことからすれば、遅くとも原告

時点では、国会が正当な理由なく ’

長期にわたって上記立法措置を慨怠して・いたと評価するに足りる期間が経過してい

たというべきであるところ、国会は現在に至るまで向性聞の婚姻を可能とする立法

岱 措置を講じていない。

別〉

エ したがって、－本件諸規定が憲法14条1項、 24.条l項及び2項に違反する

ことが明白であるにもかかわらず、国会が向性問め婚姻を可能とする立法措置を講

じない不作為は、国家賠償法1条1項の適用上違法である。

（被告の主張）

立法不作為が国家賠償法1条1項の適用上違法と評価されるのは、法律の規定が

憲法上保障され又は保護されている権利利益を合理的な理由なく制約するものとし・

19 
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て憲法の規定に違反するものであることが明白であるにもかかわらず、－国会が正当

な理由なく長期にわたってそ－の改廃等の立法措置を怠る場合等の例外的な場合に限

られる。

しかし、本件諸規定は憲法王 4.条1項、 24条・1項文は2項に違反するものでは

私く、少なくともその違反が明白であるとは到底いえ－ないのであるから、国会が向

性聞の婚姻を可能とする立法をしていないことが国家賠償法I条l項の適用上違法

と評価される余地はない。

{3) 損害の有無及び額（争点（3))

、I~

－（原告らの主張）

被告の立法不作為により、原告らは憲法上保障される婚姻の自由を侵害され、 e婚

姻に対して与えられる社会的承認に伴う心理的 ・社会的利益、婚姻に伴う法的及び

経済的な権利、利益並びに事実上の利益を受けることができなかった。そればかり

·~ 

でなく、原告らはパートナーとの婚姻をすることができなかったことにより、パー

ドナーとの関係に対してそれがあたかも「社会が承認しない関係性Jであるかのよ

うなスラィグマを与・えられ、その尊厳を深刻に傷つけられた。

そして、原告らが受けた精神的苦痛を金銭iこ評価すれば、原告らそれぞれについ

て少なくとも 10 0万円は下らない。

（被告の主張）

否穏ないし争う。

（引 国家賠償法6条所定の相互保証の存否（原告

（原告．．．．．．． わ主張）
~I) ・・・・・・・問係） （争点同））

国家賠償請求権について定めた憲法・17条及び国家賠償請求権の直接の根拠とな

る国家賠償法1条1項及び2条1項は、その文言上、請求の主体について何ら限定

．を加えておらず、同法6条において初めて請求の主体が外国人である場合に「相互

2• の保証j を要する旨が規定されているにすぎない。このような条文の構造からする

と、相互保証については、その不存在が抗弁事実となると解するのが相当である。

20 



しかるに、被告は相互保証の不存在について何ら主張立証をしないから、原告．

・・・・・は相互の保証が存在しないことが認められないものとして被告に対して本

件請求を行うことができる。

もっとも、この点をおくとしても、原告・・・・・・・の国籍閣である

．圃・では、．．．．．．．． 法及び民法の定めにより、公務員に故意文は過
失がある場合に国又は団体が当該故意文は過失にまって第三者に生じた損害を賠償

しなければならない左されている上、田本国民に対する・・・・・・・・軍の責任に

ついての告示（ ）が、被害者が日本国民である場合、

・酢の賠償責任について自本の立法により相互の保証があることを明言してい

同 るのであるから、 司との聞では相互保証が存在している。－よって、

原告 ま、相互保証があるものとして、本件請求をすることができる。

． 
－ 

（被告の主張）

国家賠償’法6条の趣旨に照らすと、同条は、外国人に対しては f相互の保証Jが

あることを条件として国家賠償請求権を付与したものと解されるから、外国人によ

－
 

a

’
 ．
 
．
 
．．
 
．．
 ．．
 
・，．
－・・・．・．．．．， ． ．．．－ ． ・．

1~ る国家賠償請求にういては相互保在の存在が請求原因事実となる。したがって、相

互の保証の存在については、原告

第3 当裁判所の判断

1 認定事実

前記前提事実並びに後掲証拠及び弁論の全趣旨を総合すると、次の事実を認める

｜において主張立証すべきである。

~'{l こeとができる。

(1）性的指向、性的少数者に関する知見等

ア 性的指向の決定に関する知見

性的指向が決定される原因や同性愛となる原因は必ずしも解明されていないが、

精神衛生に関わる専門家の聞では、ほとんどの場合において、性的指向は人生の初

鈴 期に決定されるか、出生前に決定され、本人によって選択されるものではなγと考

えられており、養育環境、家庭環境が特定のものであったことや性的体験が同性愛

2r 
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の原因となったことを示す研究結果等は知られていない。 （甲A2、7、34 5～ 

3 4 7) 

また、精神医学の専門家の聞では、いかなる精神医学的療法によっても性的指向

が変わることはないだろうと考えられている。 （甲A2) 
下

イ 同性愛に関する知見の変遷

（対欧米諸国においては、中世からキリスト教の影響により同性愛を否定する考

JO 

え方が存在し、 19世紀においても、向性聞の性行為を処罰の対象とし、また、向

性愛を精神疾患として治療の対象としていた。

我が国でも明治時代に同性愛を変態性欲として治療の対象とする考え方が広まり、

法律上、男性同士の性行為が犯罪とされていた時期もあった。

（以上につき、甲A24、26、48、33 5、33 7) 

付）第二次世界大戦終結後、ヨーロッパ人権条約が発効し、ドイツやオーストリ

アのソドミー法の同条約適合性が争われるようになった。また、オーストラリアの

タスマニア州におけるソドミー法の自由権l規約適合性が争われたトゥーネン対オー

ストラリア事件において、自由権規約委員会は、同規約2条1項と 26条について、

性的指向の概念が差別禁止分類としての「性」と「その他の地位」に含まれるとの

解釈を示し、ソドミー法の廃止こそが効果的な救済手段であるとの見解を下した。

その後、欧米諸国において、向性聞の性行為を処罰の対象とする法律は次第に廃止

されていった。 （甲A24、3l) 

（ウ） アメリカ精神医学会は、 19 5 2年（昭和27年）に発表したDSM (Diagnostic 

． 
"' 

" 

and Statistical Manual of Mental Disorders）一 I （精神障害のための診断と統計

の手引き第1版）において、向性愛を性的逸脱の一つである！とし、社会病質ノ4ーソ

ナリティ障害という大分類に分類した。毛の後、 19 6 8年（昭和43年）のDs 

M-11において、同性愛を独立した診断名とし、 「パーソナリティ障害及びその他

の非精神病性精神障害Jとの大分類の中の「性的逸脱」との小分類の中に同性愛を

分類した。 （甲A48、33 5) 
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しかし、 19 7 3年（昭和48年）、アメリカ精神医学会は、 Ds Mから同性愛

を削除することを決定し、同性愛者に対する差別を解消することと同性愛者の権利

を保障することを表明した。 19 8 0年（昭和5'5年）に発表されたDSM  Eに

おいては、精神障害から同性愛が除外され、’より限定的な「自我違和的同性愛

ego・dystonic homosexuality」 （大要、同性愛者である患者自身が同性に性的興奮

を感じる状態を望まず、その状態が苦痛で、変わりたい旨を訴える場合を指す。）

へ改められた。さらに、アメリカ精神医学会は、 198 7年（昭和62年）に発表

したDSM-III-Rにおいては、上記の「自我違和的同性愛jも除外した。 （甲A

7、24、27、28、48、33. 5) 

また、世界保健機関（WHO）は、 IC D (International Classification of l;)iseases) 

-9 （国際疾病分類第9版）までは、同性愛を疾病としていたが、 19 9 2年（平

－． 成4年）のICD-10において、同性愛のみでは障害とみなされないとした。（甲

JO 

． 
A29、30) 

我が国においても、かつては同性愛が治療の対象となるとの考、え方があったが、

日本精神神経学会は、平成7年、市民団体からの求めに応じて、 「Ic Dー10に

準拠し、向性への性指向それ自体を精神障害とみなさない」との見解を明らかにじ

た。（甲A48、33 5、34 2) 
件）現在、精神医学及び心理学の専門家の聞では、同性愛それ自体は病気ではな

いという見方が一般的見解となっている。 （甲A48, 335、34 3) 

" 

目。 ワ 性的少数者の状況に関する調査

ケ）＇アメリカ合衆国で 20 0 9年（平成21年）に行われた疫学調査では、自分

を同性愛者とみなしている人の割合は、男性では6. 8%、女性では4. 5%であ

った。その他にアメリカ合衆国、カナダ等で行われた複数の調査によれば、自分を

レズピアン又はゲイだと認識している成人の割合は0.7～2. 5%であった。（甲

AS、33 5) 

付）名古屋市が平成30年に行った調査によれば、 1. 6%の人が自分が性的少

,;, 
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数者であると回答している。 （甲A9) 

（ウ） NHKが平成27年に性的少数者に対して行った調査によれば、 「地方公共

団体によるパートテーシップ証明制度を申請したいjと回答した人は82.4%（パ

ートナーができたら申請したいと回答した人も含む。）、 i F向性聞の結婚を認める

法律を作ってほしい」と回答した人は65 4%、 「結婚ではなくパートナー関係, 

の登録制度を国が作ってほしい」と回答した人は25. 3%、 「現状のままで良いj

と回答した人は2. 9%であった。 （甲A1 0 3) 

件） ライフネット生命保険株式会社及び日高庸晴宝塚大学教授が令和元年に1万

人以上の性的少数者を対象に行った調査によれば、 「向性婚やパートナーシップの

l') ような向性聞の関係を公的に認める制度について、どう思いますか」との調査項目

はついて、 「異性婚と同じ法律婚（向性婚）を向性問にも適用じてほしい」との回

－． 答が 60. 4%、 「公的制度を作る必要はないが、社会の理解は今より浸透レてほ
．． しい」との回答が16. 2%、それ以外の者のほとんどは「国レベルのパートナー

．．
 ．．
 ．．
 
．
 
．．． ．．． ．
 

シップを制定してほしいJ又は「自治体レベノレのパートナーシップを制定してほし
－． 

し、」と回答した。 （甲A320、32 1) 

(2）婚姻制度

ア近代的婚姻制度

歴史上、人聞は男女の性的結合関係によって、子孫を残し、種の保存を図ってき

たところ、この古くから続く関係を規範によって統制しようとするところに婚姻制

叩 度（法律婚制度）が生まれた。それぞれの時代、社会によって、どのような人的結

合関係を婚姻として承認するかは異なるが、婚姻とは、し、かなる社会においても、

単なる当事者間の性愛に基づく結合ではなく、社会制度として、社会に承認された

人的結合として存在するものと考えられ、ほとんどの社会においで、婚姻の成立に

一定の要件を定めている。そして、伝統的に、婚姻とは、単純な男女の性関係では

目 なく、男女の生活共同体として子の監護養育や分業的共同生活等の維持によって家

族の中核を形成するものと捉えられてきた。
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ヨーロッパにおいては、 'fl訟において教会による統制の下で宗教婚が行われてい

たが、フランス務命後の近代約市民社会への移行に伴い、男女の意思の合致に基づ

く婚姻に一定の要件の下で国家が承認告と与える近代的婚姻制度が穣忽されていった。

近代的熔姻綴度ば、前近代社会の家父長約な家燦共肉体の支配関係からの離脱、平

等で独立した主体有者間の権利義義務関係として捉えられた。

｛以上につき、正f!A2 1 1の25・27～29、乙22) 

！イ 1明治裁の民法

明）我が留においては、明治初年にあっては、婚期の爽質的要件は演習に委ねら

れ、統一的な実体法は存複しなかった。明治23＆：手法律第98珍（｜臼民法〕におい

持 て初めて主総体的要件がn:められ、とこれは施行にはきさらなかったものの、明治31年
法事韓第9号の民法（以下、昭和22年民法改正による改五前の民法を f明治民法ふ

という。）に受け継がれた。 〈号ヨA2 1 1の25・ぉ 8)

（イ） 明治民法において、婚姻は、間家に対する溺出によって成立する法律婚とさ

． れた。従来の家制皮に基づき、家長である戸主に家を絞塁線するための戸主権を与え、
目 立警婚は家のためのものであるとして戸議や殺の関設が婆件とされ、夫婦は必ず家主ど

" 

共にするごとを要するから、当事者の一方（通震は妻）が嫁織により他方の家（逮常

は炎の家〉に入るむとを要するlものとされた。妾制度は廃止されたが、 3慢の妻に対す

る｛優位が認められており、夫は姿の財援護ど管理し、その奴益権告と持つものとされた。

当葬寺の外国主きには間性問の婚姻を明示的に禁止するものがあったが、明治民法に

おいては、婚姻とは男女間の関係を定めるものであるから向性問で婚姻することは

できないことは明らかであるとして、これをと禁止する明文の規定は鐙かれなかった。

学説よも、婚婚の当事者の一方は努性、他方は女性であるとと在要し、向性問にお

いて終生約共向主主活を約しでも婚姻関係は生じないとされていた。

（以上につき、 'fl入21 1の王 8・.26・28・38) 

また、明治民法の条文上、生殖能力を有することは婚婚の要要件とはされていない。も

学説上も、婚姻は夫婦の共問主主活を目的とし、必ずしもやを得ること会環的とする
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ものではないとされ、生殖能力は一般に具備すべき条件ではあるが、これを欠くこ

とは婚姻の障害にはならず、離婚又は婚姻の無効・取消の原因とはならないと解さ

れていた。 （甲A210、21 1の18・33～3 5・38・41) 

ウ 憲法（日本国憲法）の制定

' ケ）連合軍総司令部（GHQ）の下で、大日本帝国憲法改正作業が憲法問題調査

委員会において進められた。

人権条項の起草を担当したGH Q民生局の女性職員ベアテ・lシロタ・ゴードシは、

かつて日本で生活していた際に感じた女性の地位の低さ等の問題意識に基づき、現

行の憲法24条に相当する条文として、 「－－婚姻と家族とは、両性が法律的にも社

川 会的にむ平等であることは当然であるとの考えに基礎をおき、親の強制ではなく相

互の合意に基づき、かつ男性の支配ではなく両性の協力に基づくべきこ左を、とこ

－． に定める。…配偶者の選択、財産権、相続、本拠の選択、離婚並びに婚姻及び家族

．
 
．
 
．
 
．
 
．．
 
．．
 ．． 

．． ． 
に関するその他の事項を、個人の尊厳と両性の本質的平等の見地に立って定める法

律が制定されるべきである。」とのシロタ草案18条を作成した。

上記シロタ草案に基づき 19 4 6年（昭和21年） 2月にGH Q草案23条が作

成され、これに基づいて日本政府が起草したほ月 2日案」 37条、 GHQとの交

渉を経て作成された「3月5日案J2 2条、口語化憲法改正草案22条、同年6月

20日に帝国議会に提出された帝国憲法改正案22条が作成され、帝国議会での審

－． 
・・・．－
・－．．．
－．．－ 

議を経て現行の憲法24条となった。 GHQ草案23条には「婚姻ハ男女両性ノ法

' "' 律上及社会上ノ争フ可カラサル平等ノ上ニ存シ」との、 「3月2日案j 3 7条及び

「3月5日案」 22条には「婚姻ハ男女相互ノ合意ニ基キテノミ成立シ」との文言

があったが、最終的には、 「男女相互」が「両性」に変更された。また、日本政府

は家族関係についての条項を憲法に規定することに消極的な姿勢を示し、 「3月2

日案」 37条は現行の憲法24条1項に当たる部分のみの案となったが、 「3月5

日案」 22条は、現行の憲法24条2項に当たる条項が加わった。" 

このような経緯を経て、日本国憲法に大日本帝国憲法には存在しなかった家族に
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関する規定が設けられた。

｛以上につき、 lf!A156～161, 211の22・23・29、241、42 

7) 

（イ） 第 9O@J帝閣議会で憲法改正案が審議浅れ、その際には、従来の家制度が綾

5 持されるか否かが主たる論点となったが、特に貴族院における審議事ど緩て、従来の

家制度は否定されるべきことが明確になっていった。なお、現行の憲法24粂1項

の「婚姻は、両性の合意のみに基いて成立しJの「のみjの意味について、さfff寺の

苦等法大臣から、務治民法において婚姻に戸さや親権者の荷重宝を要するちのとされて

いた苦手j限設排除し、向性の合意だけで成立させようという趣意マある旨の答弁が怠

時れた。

． 
；与

2む

た、この審議において、符性問の婚婚について議論が行われた形燃は見当たら

ず、 f婚姻はどうしてもこの男女主主相寄り格助ける所に基礎があるのであります。」

といった答弁がされるなど、婚総は男女聞のものであることを前提として、畿言論が行

われたD

｛以上につき、申Al56、15 7、15 9～1 6 1、24 1、乙 18) 

掛慾法24条に議づき、 清本国憲法の施行iこ｛半う民主主の応急的措援に関する

法律j ｛昭和22生存法律第74号）が制定され、明治民法の家形j度に関する規定の

適用が停J.l::され、その後、渓法第4綴及び第5編がきを磁的に改疋され（昭和22年

民法改怒。向改lE後の民法を f現行民法j ということがある。）、昭和23年1月

1悶に施行されたむ 〈甲A1 9、21 1の28、54 6) 

エ昭和22年民法改lE

開 昭和22伴氏法改正により、父母の婚姻間意権？玄米成長伴者に限られるととと

なり、戸主の婚熔間意権及び戸主又は法定推定家替相続人の他家へ入Q鰭絡の禁止

に関する緩主主は廃止されるなど、家制度による縦約が除去されたほか、財援は各自

前 で管理収益するものとされるなど夫婦跨の不平等が改められた。（lf!A16、19' 

2 1 1の21・28) 

27 



．．． 
．
 

．
 
．． ．
． 
．
 

．． 
．．．．． ．．．． ．．． 

国会審議においては、明治民法の特に親族編、相続編には、憲法13条、 14条、

24条の定める基本原則に抵触する規定があることから、とれを改正することが提

案理由とされ、上記の抵触する規定が削除された一方、抵触しない規定については

これを維持することとされた。その中で、同性聞の婚姻について議論が行われた形

5 跡は見当たらない。 （甲A16、21 1の21) 

（イ） 昭和22年民法改正の後、現行民法が定める婚姻について、婚姻をなすとは、

その時代の社会通念に従って婚姻とみられるような関係を形成することであり、同

性問の「婚姻j は、婚姻ではないとの学者の見解が示されている。 （甲A.21.1の

2 7・28) 

(3) 諸外国における同性聞の人的結合関係に関する立法等の状況

ア 向性聞の人的結合関係に関する婚姻制度以外の制度

JO 

（対 1 9 8 9年（平成元年）、デンマークにおいて、法律上、向性の二者間の関

係を公証し、一定の地位や法的効果を付与する制度である登録パートナーシップ制

．． 度が導入された。同様の制度（各国によって呼称や具体的な制度内容は異なるが、

以下では総称して「登録パートナーシップ制度］といい、後述の付）の制度と併せて

「登録パートナーシップ制度等1という。）は、ヨーロッパ諸国を中心に広がり、

ノノレウェー（ 1 9 9 3年（平成5年））、オランダ（1 9 9 8年（平成10年））、

ドイツ（2 0 0 1年（平成13年））、フィンランド（同年）、ノレクセンブノレク（2

004年（平成16年））、ニュージーランド（同年）、英国（2 0 0 4～200 

5年（平成16～1 7年））、オーストリア（2 0 0 9年（平成21年））、アイ

ルランド（2 0 1 1年（平成23年））等において導入された。これらのうち、多く

の国の登録パートナーシップ制度は、向性聞の人的結合関係のみを対象としている

が、異性聞の人的結合関係をも対象とするものもある（オランダ、ポルトガル等J'o

（甲A98、16 9、20 5、21 1の7・29、甲G8} 

付） また、登録パ｝トナーシッヲ。制度ほどには強力な法的効果を望まないカップ

ルに関して、一定の同棲関係、に対して主に財産法上の法的効果を与える法定同棲と

"' 

" 
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呼ばれる制度を設けている国｛ベノレ~~、スヴこ乙〕デン）や、当事者の契約によっ

て権利及び義務会談窓し公的機欝に登録することで第三緩や留に対してカップノレで

jあることを対抗するととができるようになる市民遂事善協約（PACS）の制度を設

けている国〈フランス）もきちり、これらの制度は異性カップノレであるか間性カップ

5 ノレであるかを関わず、利用することがでiきる。 （甲A98、16 9、205、21 

1の7・29) 

（ウ）イタジアにおいては、憲法裁判所が20 1 0年（平成22年〕に婚姻は異性

掲の結合を指す滋判断し、 20 1 4年（平成26年）にもその判断を維持したもの

の、同伎のき当事者間の後利及び義務令適切に定めた婚姻とは建立の形式がi奇麗の法制

持 度上存在しないことは憲法に違反する旨＊IJ示した。これそ受けて、 20 1 6年｛平

成立 8年）に f向性聞の民家約総合に関する規則及び災関生活の規律jが成立した。

この民事的総合は、向性の荷当事者が続人とともに身分取扱担滋管の面前で3記念す

ることによって形成され、民事約絡会によって主主ずる権利及び義務についてはk養

子縁組に演する規定等を！徐念、基本的に婚郷に関する規定が主信用されるものとされ

" ている。 （伊ム98) 

イ i認他聞の婚婚制度

fア7 2 0 0 1年｛平成13年）にオランダが向性梼の婚姻制度を導入し、世界で

初めて同性問の婚姻を法律上認めた留となった。その後、ベノレギ…（2 0 0 3年（平

成 15苦手）｝、スペイン（2 0 0 5年（平成17年））、カナダ（同年〉、南アフ

リカ（2 0 0 6生存｛王子成18生存）〉、 ノルウェー（20 0 9斧｛平成21年〉う、

スウェーデ、ン（同年）、ポノレトガル（20 1 0年｛平成22年｝ ）、アイスランド

(I荷停）、アルぞンチン (I弓年〉、デンマーク（2 0 1 2年（平成24若手））、ブ

ラジル（2 0 1 3年（平成25年〉｝、フランス（悶年）、ウノレグアイ｛何年）、

ニュージーランド（問主料、英国（~tアイルランドを除く） (2 0 1 4年（平成26

四 年〉）、ノレクセンブ／レク（2 0 1 5年（平成27年））、アイノレランド｛間年）、コ

ロンピア（20 1 6年（平成28年））、フィンランド（2 0 1 7年（平成29年））、

29、



マノレタ（同年）、 ドイツ（同年）、オーストラリア（同年）、オーストリ 7 (2 0 

I 9年（平成3,1年、令和元年））、台湾（同年）、エクアドソレ（同年）、コスタ

リカ（2 0 2 0年（令和2年））、英国（北アイルランド） （同年）、チリ（2 0 

22年（令和4年））、スイス（同年）において向性聞の婚姻制度が導入された（い

ずれも施行年である。）。

これらの国・地域の多くでは、登録パートナーシップ制度等を導入した後に向性

問の婚姻制度が導入されているが、登録パートナーシップ制度等の導入により、社

会的な承認が進んだことが向性聞の婚姻制度導入を可能にしたとの指摘もされてい

る。iそして、向性聞の婚姻制度の導入に際して従前の登録パートナーシップ制度等

l'l' を廃止する国もあるが、維持する国も存在し、後者においては、登録パートナーシ

．． 
－・・．・．．．．． ．．．－ ． ．． 
" 

ップ制度等の内容は、改正を重ね、財産的な結合のみならず人格的義務を伴うもの

となるなど、婚姻制度に近似しつつある例がある。

（以上につき、甲A98、14 5～1 4 8、.16 9、20 5、21 0、21 1の

7 • 2 9、31 9、417、53 3、53 4、甲G8) 

付） また、以下のとおり、向性問の婚姻を認める法律の規定を合憲とする司法判

断、向性問の婚姻を認めない法令を違憲とする司法判断等がされた。

① スペイユィ憲法裁判所は、 20 1 2年（平成2.4年） 1 1月6日、向性聞の婚

姻を認める民法の規定は憲法に違反しない旨判示した。 （甲A1 6 9) 

② アメリカ合衆国連邦最高裁判所は、 20 1 5年（平成27年） 6月26日、

コl いわゆるObergefell事件において、婚姻の要件を異性カップルに限り、同性聞の婚

d円

20 

姻を認めないオハイオ州、ミシガン州、ケンタッキー州及びテネシー州の各州法の

規定は、アメリカ合衆国憲法のデュ｝・プロセス条項及び平等保護条項に違反する

旨判示した。 （甲A98、99、16 4) 

③ 台湾の憲法裁判所に当たる司法院は、 20 1 7年（平成29年） 5月24日、

同性聞の婚姻を認めていない民法の規定は中華民国憲法に違反する旨判示した。（甲

A98、10 1) 
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④ オーストリア憲法裁判所は、 20 1 7年（平成29年） 1 2月4日、前記ア

のとおり既に導入され、改正もされていた登録パートナーシップ制度について、婚

姻と法的構造が同じで、あっても、異性間関係と向性間関係とを二つの法制度によっ

て区別することは、性的指向等の個人の属性を理由とする差別を禁止する平等原則

に違反する旨判示した。（甲A9 8) 

（ウ） 向性間の婚姻を認める国においても、異性問の婚姻と向性問の婚姻の内容に

相違がある場合（又は、導入当初は相違があった場合）があり、その主なものとし

て嫡出推定規定の適用の有無、養子縁組の可否、生殖補助医療利用の可否等が挙げ

られる。 （甲A169~ 211の29) 

（エ） 韓国においては、 20 1 6年（平成28年）、地方裁判所に相当する地方法

院において、向性問の婚姻を認めるか否かは立法的判断によって解決されるべきで

あり、司法により解決できる問題ではないとの判断が示された。 （甲A9 8) 

(4）我が国における性的少数者をめぐる状況

ア 地方公共団体における取組の状況

ケ） 平成27年 10月に東京都渋谷区が、同年11月に東京都世田谷区が地方公

共団体レベノレでのパートナーシップ証明制度を導入したのをはじめとして、パート

ナーシップ証明制度を導入する地方公共団体が増加しており、これらの制度を利用

した向性カップルも多く存在する。また、一部の地方公共団体が協定を締結して当

該地方公共団体問での相互利用を可能とする例や向性パートナーの子を含めたファ

:c• ミリーシップ証明も可能とする例もある。渋谷区等の調査によれば、令和4年4月

21; 

1日時点で、パートナーシップ証明制度を導入した地方公共団体は20 9に及び、人

口カバー率は52. 1 %となっている。 （甲A75～91、11 9～1 3 4、26 

6～3 0 2、35 2～3 9 1、44 5～5 1 9) 

上記渋谷区の制度は、渋谷区男女平等及び多様性を尊重する社会を推進する条例

に基づき、区長がパートナーシップ証明を行うものであり、同区が平成29年にパ

ートナーシップ証明を取得した者に対して行った調査では、証明書は社会からの承
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認であると捉えているとの意見がみられた。 (lflA7 5、43 4) 

｛のまた、上認のほかにも、地方公共団体において、犯努被害者の遺族等に対す

る助成金につきパートナ…シップ誕坊を受けている向性パートナ…を受給者に含め

る、向性カップノレの職員に結婚休暇や出産支援休暇の利用会認めるなどの取組みが

s・ されている。 （王将A307～309、3 9 2、39 3) 

イ 民間金業等における取組の状況

一般社l3fl法人日本経済団体連合会は、平成29年5jj 1 6問、 fダイパ…シティ・

インクノレ｝ジョン社会の案芸誌に向けてj と癒する提言を発表し、性約少数者の理解

促進、差別解消を呼びかけた。 ｛王手A94) 

時 多数の浅間企業において、性的少数者の抱える凶葉撃を解消するなどの目的の下で、

向性パ｝トナーについて慶弔休般を適用する伊jや家族学巡の対象とする例、同性の

ノ宅一トナーのそ子を社内制度上 f子j として扱うファミリ）ジッブ申請制度を導入し

た例等、会業における篠利厚生について間性カップル及びその子に関して拡大を図

．． ．． 

" 

る取組がされている。 （号3A3 1 4、31 5、318, 399) 

また、一部の金融機関においてw 住宅ローンの漆争終後務者を従来は夫婦に限って

いたものについて、関性パートナ…にも拡大するなどの耳主総もされている。 〈甲A

31 2、31 3) . 

ウ 性向…伎障害者の性別の取扱いの終例に関する法律

後j潟一性障害者の俊,'gljの取扱いの特例に関する法律（平成15年法律第 11 1号）

が平成16年7月 16自に施行された。同法3条1項は、性向一性隊答者iこうさ↑会

話ljの取扱いの変吏の審判定吉認められるための要件として、 「里見に綴婚をしていない

ことj ( 2号）を定めているところ、最高裁判所は、同緩まさについて、現に婚姻を

している者について性別の取扱いの変更を認めた場合、災性問においてのみ婚姻が

認められている現在の婚姻秩序に混乱安全じさせかねない等の露己主義に基づくものと

訴 し芝、合渡性を欠くものとはいえないから、沼会の裁量擦の範闘を逸脱するものと

"' 

いうことはできず、憲法13条、，14条l 24条に議反するものとはいえない
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との判断をした（最高裁令手口元年（ク）第79 1号同2年3月11日第二小法廷決

定）。

(5) 向性問の婚姻、向性カップノレの法的保障に関する世論調査等

ア 日本世論調査会が平成26年に行った調査によれば、同性婚を法的に認める

ことに勺いて、賛成（どちらかといえば賛成を含む。）が42. 3 % （男性では3

5. 4%、女性では48. 7 %）、反対（どちらかといえば反対を含む。）が52. 

4%であった。 （甲A1 0 4) 

イ河口和也広島修道大学教授を研究代表者とするグループが平成27令年に全国

の20～79歳の男女に対して行った調査によれば、同性同士の結婚を法で認める

,,, ことについて賛成（やや賛成を含む。）が51. 2 % （男性では44. 8%、女性

では56. 1 %）、反対（やや反対を含む。）が41. 3%（男性では50. 0%、

．
 
．
 
．
 
．
 
．．
 
．．
 ．． 

女性では33. 8 %）であった。 （甲A.IO4) 

－． 
－－－．‘ ・・・． ・・．．－－． ． 

ウ 毎日新聞社が平成27年に行った全国調査（回答者数10 1 8人）によれば、

向性婚について、賛成が44%  （男性では38%、女性では50%）、反対が39%

（男性では49%、女性では3.0%）で、あった。 （甲A104、10 5) 

エーNHKが平成29年に全国 18歳以上の国民に行った調査（調査有効数26 

4 3人）によれば、男性同士、女性同士が結婚することを認めるべきだとの調査項

目について、そう思うとの意見は50 9%、そうは恩わないとの意見は40. 7% 

であった。 （甲A106、1.0 7) 

オ朝日新聞社が平成29年に行った全国世論調査によれば、向性婚を法律で認

めるべきかとの調査項目に対し、 「認めるべきだJとの回答は49 % （男性では4

4%、女性では54 %）、 「認めるべきではない」との回答は39%であった。ま

" 

,, 

2ら

た、 18～29歳、 30代では「認めるべきだJとの回答が7割を超えるのに対し、

6 0代では「認めるべきだJと「認めるべきではない」が措抗し、 70歳以上では

「認めるべきではない」が63%となった。 （甲Al08、10 9) 

カ 株式会社電通が平成30年に20～59歳の6万人を対象に行った調査によ
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れば、性的沙数革まの当毒事務は8. 9%であった。 6万人から抽出した62 2 9人の

うち、間性婚の合法化に「賛成j又は「どちらかというと賛成」と回答した者は7

8. 4%であり、性約少数著者ではない5640人でみると女性は87. 9%、男性

は69. 2%が f賛成」又は「どちらかというと賛成jであうた。 （若手A1 1ο、

• 2 1 1の57) 

キ 国立社会保隊・人口鶴懸研究所が平成30年に行った多彩6器全国家庭動向調

査によれば、統絡女性61 4 2人のうち、さ〉男性問士や女役！湾土の結婚〈同性婚）

合法律で認めるべきだとの調査項鼠について、 「まったく賛成j又は「どぢらかと

いえば賛成j と回答した者は69. 5%、 fまったく反対J又は fどちらかといえ

ば反対j と回答した者は30. 5%、φ男性向二台や女性問会のカップんにも何らか

の法的係機会主認められるべきだとの務査項闘について、 「まったく賛成j又は fど

JO 

． ． ちらかといえば賛成」と回答した者は75. 1 %、 fまったく反対j又は「どちら
． かといえば反対jと回答した若者は25. 。%、器開性開会のカップノレも発女のカッ

．． 
．．．． ブノレと｜湾じように子供を育てる能力があるとの調査項尽について、 fまったく害警戒J． 
．．．．．． 

" 又は「どちらかといえば賛成j と回答した者は69. 4%、 「決ったく反対J文は

「どちらかといえば反対Jと回答した者は30. 6%であった。 （甲A149、1

6 5、16 6、22 6) 

二L’

ク 朝日新関投と東京大学谷口将紀研究室長が令和；2嘉手3～4）司に全密の有権者2

0 5 3人から回答を得て行った務変によれば、向性婚について、 「賛成j又は fど

ちらかと震えば賛成Jとお答した殺は46%、 fどちらとも言えないj と回答した

者は31 %、 f反対j文は fどちらかど誘えば反対Jと密答した者は23%であっ

た。平成17俸に有権者告と対象として行った言語笈と比較すると、向性婚については

焚成意見が 14%増加した。また、自由民主党支持層でも賛成意見が増加し、反対

意見をよ回ったo ｛申A224〕

( 6）媛婚についての意識調査

ア 内問府の平成17年妓国民生活白書によれば、結絡の良い点・メリットは初

" 
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1a 

• ． 

かとの翻霊祭項呂につ念、 J家族や子どもを持てるJが既婚者で63. 5%、米婚者

で58. 2%、f綴衿約な安定が得られるjが既婚者で6i. 9%＿、米婚者で54. 

3%、 「好き？な人とー豪華にいられるjが焼婿者で58. 0%、米鯵者で57. 7 % 

であった。

家た、家庭は2どのような意徐を持っと感じているかとの綴査項聞につき、 f家淡

の包らんの場Jが有配偶者で63. 8%、未婚者で54. 9%、 f休息・やすらぎ

の場Jが有配偶者で57. 3%、米婚者で5_!5. 4%、 「家族の終を強める場j主主

有配偶者で5o. 6%、未婚者で3.7. 6%、 「子どもなさ主み、育てる場jが有配

偶者で27. 。%、未婚者で19. ぉ%であった。

（以上につき、甲A211の54) 

イゲ） 内閣府が平成22年から平成23年にかけて爽絡した結綬・家族形成に潟

する議査によれば、既婚持者が結婚した滋淘は、 f好iをな入と一緒にいたかったJが

. : .・ ・ 61. Oo/o、 「家族会持ちたかったjが44. 2%、 「子どもが欲しかったjが3
ー・ ， . . .・．－

2. 5%であった。6・．．．，
－．．－ ．． ． 
" また、未婚者（将来結婚したい人）が結婚したい潔巨ちは、 「好ぎな入と一絡にい

たいj 会~6l.10o/o、 f家族を持ちたい」が59. 2 %', fそ子どもが欲しいjが5

7. 1%であった。

（以上につき、申A211の55の1)

(1) 内閣府が平成26年から平成27年にかけて実施した結婚・家族形成に関す

泌 る意識調査によれば、未婚者（将来結婚したい人〉が結婚じたい理由は、 「家族会

持ちたいJと f子どもが欲しいjが委主に70. 0%、 な子きな人~一緒にいたいj

が6・8. 9%であった。 (lf!A211の55の2)

ワ 国立社会保緩・人口問緩研究所が平成27年に実施した第15殴出生動向謀

本調査における対象となる 18～34裁の米婚者による回答総菜は、以下のとおり

" であった。｛原A211の52、54 4) 

出 「生涯を独身で過ごすというのは、 しい生きヌ？ではなしリとの務査項隠
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について賛成した者は、男性で64. 7%、女性で58. 2%であった。

付） 「いずれ結婚するつもり」と回答した者は、男性が85 7%、女性が8.9.

3%であり、おおむね微減傾向にあるものの、高い水準にあった。

（ウ） 「結婚に利点がある」と回答した者は、男性が64. 3%、女性が 77. 8%  

であり、具体的な利点としては、 「自分の子どもや家族をもてるj と回答した者が

男性で35. 8%、女性で49. 8%と最も多く、続いlて「精神的安らぎの場が得

られる」と回答した者が男性で31. 1 %、女性で28 1 %であった。

(:r.）子供を持つ理由について、 「子どもがいると生活が楽しく豊かになるからJ

と回答した者が男性で66. 5%、女性で73. 3%であり、J 「結婚して子どもを

ω 持つことは自然なことだから」と回答した者は男性で48. 4%、女性で39 0%  

であった。

エ NHKが平成30年に全国の 16歳以上の5400人を対象に行った調査〈回

、

．． ．
 ．
 

．．
 

．
 

・
1
．．．． ．．． ．．
 

－－．－ 

答率5ci. 9 %）によれば、「必ずしも結婚する必要はなしリと回答した者は68%

であり、過去の調査結果に比べ増加し、他方；： 「人は結婚するのが当たり前だ」と．．．．． 
－． ． ,, 回答した者は27%であり、過去の調査結果に比べ減少した。また、「結婚しでも、

必ずしも子どもをもたなくてよいJと回答した者は60%であり、過去の調査結果

に比べ増加し、「結婚したら、子どもをもつのが当たり前だ」と回答した者は33% 

であり、過去の調査結果に比べ減少した。 （甲A211の50) 

オ 国立社会保障・人口問題研究所が平成30年に行った第6回全国家庭動向調

査によれば、既婚女性61 4 2人のうち、 「夫婦は子どもを持つてはじめて社会的

に認められるJとの調査項目について、 「まったく賛成」又は「どちらかといえば

賛成」と回答した者は24. 7%であり、 「まったく反対」又は「どちらかといえ

ば反対Jと回答した者は75. 4%であった。賛成割合は同研究所が平成20年に

行った調査における 35. 8%、平成25年に行った調査における 32. 1 %から

目 も成少した。 （甲A211の51) 

2 争点（1)（同性問の婚姻を認めていない本件諸規定の憲法適合性）について

36 



(1) 憲法24条l項適合性について

ア 原告らは、憲法24条1項は、国家以前の個人の尊厳に産接由来する自由と

して婚姻の自由を保障していると解すべきであり、その婚姻の自由は向性問の婚姻

についても及ぶものとした上で、本件諸規定は、憲法が婚姻制度について要請し想

定した核心部分を正当化根拠なく制約するものであり、憲法24条1項に違反する

旨主張する。

イ 憲法24条1項は、 「婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦が同等

の権利を有することを基本として、相互の協力により、維持されなければならない。J

と規定するところ、これは、婚姻をするかどうか、いつ誰と婚姻をするかについて

,,, は、当事者聞の自由かっ平等な意思決定に委ねられるべきであるという趣旨を明ら

． ． ・．・．．・．・ ． ．． 
・・・．・. . .. . " 
－・．・． －． 
" 

かにしたものであると解される。婚姻は、これにより、配偶者の相続権（民法89 

0条）や夫婦間の子が嫡出子となること（同法77 2条1項等）などの重要な法律

上の効果が与えられるものとされているほか、近年家族等に関する国民の意識の多

様化が指摘されつつも、国民の中にはなお法律婚を尊重する意識が幅広く浸透して

いると考えられることをも併せ考慮すると、上記のような婚姻をするについての自

由は、憲法24条1項の規定の趣旨に照らし、十分尊重に値するものと解すること

ができる。

また、憲法24条2項は、 「配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並

びに婚姻及び家族に関するその他の事項に関しては、法律は、個人の尊厳と両性の

'" 本質的平等に立脚して、制定されなければならない。」と規定する。婚姻及び家族

に関する事項は、国の伝統や国民感情を含めた社会状況における夫婦や親子関係に

ついての全体の規律を見据えた総合的な判断を行うことによって定められるべきも

のであるから、その内容の詳細については、憲法が一義的に定めるのではなく、法

律によってこれを具体化することがふさわしいものと考えられる。憲法24条2項

目 は、このような観点から、婚姻及び家族に関する事項について、具体的な制度の構

築を第一次的に国会の合理的な立法裁量に委ねるとともに、その立法に当たっては、
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領人の毒事厳と祷性の水質的平等に立脚すべきであるとする薬務、指針惑とぶすことに

よって、そめ裁滋の限界を厳したものということができる〈以上につき、最高裁平

成 25年｛オ）第10 7 9-l手間27年12月16 i:l大法廷判決・民集69巻8努2

427Ji{〔以下 f平成27年再婚禁止期間大法廷判決j という。〕、’最務裁平成2

6年（オ）第10 2 3号問27年12月16 13大法廷判決・民集6.9巻8号25 8 

6号〔以下 f平成27年夫婦同氏号線大法廷判決Jという。〕参然〉。

以上によれば、憲法24条は、その2項において、婚燭及び家族に関する等項に

ついての具体的な制度の構築告と溺会の合環約な立法裁選訟に委ねるとともに、その立

法に当たっては個人の毒事厳と荷性の本綾的平等に立脚す輸べきであるとする重要議、指

ω 針宏之氏すことによって、その裁裁の限界を闘したものであり、工演は、そのEやでも

婚燃に関する11泌すなわち法律婚制度の携築にあたっては、婚婚をするかどうか、

いつ畿と婚姻を守るかについて、当事務関の自由かつ平等な意思決定に委ねられる

：：：．・＼ こどとすることを立法府iこ対して筆書籍する趣畿のものと解されるJ

. : : .. ウ 以上の理解:tr前提として、憲法24条1項が法律婚制度の構築惑と求めた跨条
．． ． 
" の「婚姻Jについて、兵性問の婚姻のみならず間性問の婚姻も含むものと解するこ

正ができるかについて検討する。

ず、憲法24条1項は、 「問f色、 f夫婦Jという男性と女性惑と示す文言を潟

いている。ここの点について、憲法24条の制定経絡会みると、 GHQ草案23粂で

は f男女両性j という文言が、これを受けてお本側で作られた「3月2お茶J3才

'" 条及び f3月日間案J2 2条では f男女中目立Jという文設がそれぞれ用いられてい

るなど、 して男性と女性を示す文設が用いられており、とれ会踏まえて最終的

には「男女相互ノ合緩Jに代えて「舟陸の合意j という文設が用いられたことが認

められる（前記認定事実則的。そうするど、これらの文言雪からは、開条iこいう「婚

姻Jは、ゑ性問の婚織令指すものと議事するのが自然である。

" また、前記認定再耳炎（2）ウのとおり、憲法制定時の帝爵議事会における審議の過程に

おいても向性問の婚姻について議論が行われた形跡は見議？とらず、総婚は男女間の
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ものであることが当然の前提とされていたことがうかがわれ、これは、憲法24条

等の制定に伴い改正された現行民法の審議の過程において也同様である（前記認定

事実（2）イ、エ）。

そうすると、憲法24条にいう「婚姻」とは、異性聞の婚姻を指し、向性聞の婚

5 姻を含まないものと解するのが相当である。

,,, 

． 

土 これに対し、原告らは、憲法制定当時は24条の「婚姻Jが異性聞の婚姻を

指していたどしても、憲法の原理及びその後の社会の変化を踏まえれば、今日の解

釈としては向性聞の婚姻をも含むものと解すべき旨主張するので、この点について

検討する。

（対前記認、定事実（2）アのとおり、婚姻とは、当事者間の親密な人的結合全般では

なく、その時代の社会通念に従って婚姻とみられるような関係tいわば社会的な承

認を受けた人的結合関係をいうものと解されてきたところ、前記ワのとおり、憲法

：：：．．・．制定時においては、婚姻とは男女聞のものという考え方が当然の前提となっており、

伺性聞の人的結合関係、については、これを婚姻に含めるか否かの議論すらされてい

－． ． ,, 

'" 

ないことが認められる。また、前記認定事実（2）ア及び（3）イのとおり、当時、我が国

に限らず、諸外国においても向性聞の婚姻を認める立法例は存在していなかったこ

とが認められる。そうすると、憲法制定当時においては、我が固において、向性問

の人的結合関係を婚姻とする旨の社会通念、社会的な承認は存在しておらず、婚姻

は男女聞のものとする社会通念l乙従って、前記のとおり異性問の人的結合関係のみ

を「婚姻Jとする憲法が制定されたものと認められる。

婚姻や家族についての社会通念や国民の意識、価値観は変化し得るものであると

ころ、近時、同性愛者を含む性的少数者に対する社会内での理解が進み、前記認定

事実のとおり、精神医療等の専門家の間では同性愛を疾病とする見解が否定される

に至ったこと（前記認定事実（1）イ［ウ））、かつて同性聞の性交渉を処罰する法律を有

田 していた国においても当該法律を廃止する動きが進んでいること（同Plイ（イD、多く

の固において同性カップノレに一定の地位や法的保護、公証を与える登録ノ~－トナ｝
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' 

シップ制度毒事が導入容れ（間（3）ア）、さらに、平成13年以降、約30の溜・地域

において、同性問の婚姻を認める立法が次々にされてきたこと｛河川イ的及び（イ））、J

我が還においても、多くの地方公共!sH徐においてパ…トナーシッブ絞明制度会主導入

されるなど、向性カップルについて一定の法的保護を与えようとする動ぎがあるこ

と｛問（4）ア）などの事実を認めることができ雪、向性愛を異常なもの、病的なものど

するかつての認識の言葉りは多くの密において改善華されつつあり、間性愛に対する差

別、偏見受克服しようとする動きがあるととが認められる。とこのとおり、向性愛考

毒事受取り巻く社会状況に大きな変化があることを踏まえれば、今日においては憲法

24条の「縛姻j に向性問の婚姻を含むものと解釈すべきとの涼告らの主主援を後ち

同 に否定することはできないa

｛イ），しかしながら、前記認定事実のどおり、歴史上、人間は男女の性的結合関係

によって、子孫金残し、穣の保存惑と図ってきたととろA このような飴認家的な関係

． を規範によって統詳録するために婚綴制度（法徐縁側度）がきkじ、その中で、終婚と
・・・ ・． － 

は、伝統的に、男女の生活共肉体として予の殿護養育や共間生活等の維持によって・・．． ．， 
－・・ 4・－．． 
" 語家族の中核会形成するものと捉えられて·~たことが総められる（前記認定事実（2）ア）。

。

偽

占＂' 

そして、このような婚勉についての捉え方は、方ランダにおいて同性簡の媛婚の制

度が導入される平成13年までは諸外国においても共透してお号、婚姻は男女掲の

ものとされてきたところである（前記認定事実（2）ア、（3）－｛）。これらの事実毒事から

すれば、伝統的に男女聞の人的絡会に対して婚姻としての社会的承認が与えられて

きた管景L狼底には、夫婦となった男女が予を産み育て、家族として災関生活苦？送

りながら、次の世代につないでいくという社会にどって重要かっ不可欠な役割を果

たしてぢた事実があることは否定できないところであろう。

高官途のとおり、婚婚や家族に擦する社会滋念や富良の議議議、儀値観は雲寺代、社会

によって変滋ずるものであり、我が留においても、従来に比べて結婚について多様

な考え方が存在するようになり、 E主た、婚娠しないという選択又は媛姻しでも子を

持たないという選択をすることも当該個人の自街であることは識を倹たないところ
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ではある。しかしながら、婚姻についての意識調査の結果（前記認定事実（6 ））によ

れば、生涯を独身で過ごすというのは望ましい生き方ではないとの回答や、結婚を

する理由として子供を持ちたいことを挙げる回答が過半数を占める調査結果も存在

することが認められ、法律婚を尊重する考え方や婚姻と子供を持つことを結びつけ

る考え方を有する人は今なお一定の割合を占めていることが認められる。

そうすると、原告らが指摘する同性愛者等を取り巻く社会状況の変化や向性愛に

対する差別、偏見の解消の重要性を踏まえたとしても、当事者聞における・自然生殖

の可能性がないことが明らかである同性カップノレについて、その人的結合関係に対

して一定の法的保護を与えることを超えて、本件諸規定が対象としている異性聞の

JO 婚姻と同じ「婚姻」と捉えるべきとの社会通念や社会的な承認が生じているか否か

－． ． 

については、更なる慎重な検討を要するものといわざるを得ない（なお、この点は、

女性の同性カップノレであっても生殖補助医療を受けることなどにより出産すること

が可能であることや向性カップノレが子を養育することが可能であることを否定する

ものではなく、古くから続いてきた男女が共同生活を送る中で子を産み育てるとい

う営みが向性カップノレには当てはまらないことをいうものである。）。

そして、前記認、定事実（5）のとおり、我が国における世論調査等の結果によれば、

同性問の婚姻の導入について反対意見を有する人の割合は減少傾向にあることが認

a

，
 ．
 
．
 

．
 
．．
 
．．
 ．． 
－・‘・．・．．．．
．‘ ・・

" 

められるものの、依然として一定の割合を占めており、社会内において価値観の対

立があることが認、められる。このような反対意見の多くは、婚姻を男女聞の人的結

出 合関係と捉える伝統的な価値観に根差したものであると考えられるところ、そのよ

うな伝統的な価値観が、夫婦となった男女が子を産み育て、家族とじて共同生活を

送りながら、次の世代につないでいくという古くからの人間の営みに由来するもの

であることからすれば、これを一方的に排斥することも困難であるといわさるを得

ない。

" （ウ）以上によれば、我が国においても、同性愛に対する差別・偏見を解消しよう

とする動き、同性カップルに一定の法的保護を与えようとする動きがあることは前
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述のとおりであるものの、現段階において、、向性聞の人的結合関係を異性聞の夫婦

と同じ「婚姻」とすることの社会的承認があるものとまでは認め難いものといわざ

るを得ない。

したがって、憲法制定時からの社会状況の変化等を踏まえても、現段階において、

憲法24条の「婚姻」について、これに向性聞の婚姻を含まないという前記ウの解

釈が不当であり解釈を変更すべき状態となっているものというこどはできない。

オ また、原告らは、憲法が婚姻制度について要請した核心部分は、望む相手と

両当事者の合意のみに基づいて婚姻が成立するという点であるから、婚姻の自由は

向性問の婚姻についても保障される旨主張する。

憲法制定時に明治民法による家制度の廃止が議論され、婚姻について戸主等によ

る同意を要するものとせず、両当事者の合意のみによって成立することとされたこ

とは原告ら主張のとおりであるが、その前提として、婚姻は、その社会において「婚

姻」とする旨の承認を得た人的結合関係をいうものと解されるところ、向性聞の婚

姻について、現段階において、このような社会における承認があるとまでは認めら

れないことは前述のとおりである。したがって、原告らの主張はその前提を欠き、

採用することができない。

カ 以上によれば、憲法24条の「婚姻Jに向性問の婚姻を含むものと解すると

とはできず、憲法24条1項が向性問の婚姻に関する立法に関して当事者間の自由

かっ平等な意思決定に委ねられることとすることを要請したものと解することはで

きない。

したがって、婚姻を異性問のものに限り向性問の婚姻を認めていない本件諸規定

が憲法24条1項に違反するとはいえない。

(2) 憲法14条1項適合性について

ア 憲法14条1項は、法の下の平等を定めており、事柄の性質に応じた合理的

な根拠に基づくものでない限り、法的な差別的取扱いを禁止する趣旨であると解す

べきである（最高裁昭和37年（オ）第14 7 2号同 39年5月27日大法廷判決・
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民集 18巻4号67 6頁、最高裁昭和45年（あ）第13 1 0号同48年4月4日

大法廷判決・刑集27巻3号26 5頁、平成27年再婚禁止期間大法廷判決、平成

2 7年夫婦同氏制大法廷判決等参照）。

また、前記（1）イで述べたとおり、憲法24条2項は、婚姻及び家族に関する事項

について、具体的な制度の構築を第一次的に国会の合理的な立法裁量に委ねるとと

もに、その立法に当たっては、個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚すべきである

とする要請、指針を示すことによって、その裁量の限界を画したものであるから、

婚姻及び家族に関す石事項についての区別取扱いについては、立法府に与えられた

上記の裁量権を考慮しでも、そのような区別をすることに合理的な根拠が認められ

IQ ない場合には、当該区別は、憲法14条1項に違反するものということができる（最

高裁平成24年（ク）第984号、第98 5号同25年9月4日大法廷決定・民集

6 7巻’6号13 2 0頁参照）。
． 

・．・－ ＂・... -.. イ（ア）原告らは、本件諸規定は性的指向によって婚姻の可否について区別取扱い

を行うものであると主張する。

．．← 
．．‘，・.. . .. . . 
．‘ ・・. . ． 
" 

01• 

本件諸規定は、性的指向が異性愛であることを婚姻の要件としたものではないがj

婚姻を異性問のものに限ることによって、実質的には同性愛者の婚姻を不可能とす

る結果を生ぜしめているから、性的指向による区別取扱いに当たるものと認められ

る。

．仔） これに対し、被告は、本件諸規定は飽くまでも一人の男性と一人の女性の聞

の婚姻を定めるものにすぎず、本件諸規定の文言上も特定の性的指向を婚姻の成立

要件等とするものではないから、性的指向による形式的不平等が存在するものでは

ないと主張する。

しかしながら、婚姻の本質は、当事者が永続的な精神的及び肉体的結合を目的と

して真撃な意思をもって共同生活を営むことじあるところ、同性愛者にとっては、

" p異性との婚姻はこのような婚姻の本質を伴ったものにはならないのであるから、形

式的には異性との婚姻制度を利用することができたとしでも、実質的には婚姻がで
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きないことに等しい。ぞうすると、本件諸規定は、それ自体には性的指向について

の重要件等を設けておらず、性的指向についてや立約な制皮にはなっているものの、

向性愛者が婚姻することを実質的には不可能としているものであり、このような効

果は本件諸規定が婚姻会異性問のものに怒っていることによって生じた総身生である

といえるから、性的指向による区別取扱いにミ当たるものと認められる。この点の被

舎の主授は潔曲がない。

ワ d以上のとおり、本件諸規定；念、婚姻の百I容について般的指向による区別取扱

い苦とするものであるところ、これにより、湾性愛者は、婚姻（法律婚〉苦手j度全体蓄と

利用することができない状況に重かれ、兵性愛者とは呉なり、婚姻によってさ長ずる

＇＂’様々なお長約効果等を考察受ずることができないどいう不利益を受けているということ

’ができる。

しかしながら、前述のとおり、憲法24条工項は、異性情の婚姻について法徐熔

．．，． －： J ・としての立法を重要請しているものと解すべきものであるどころ、このようね婚姻を
..・．・

．．
 劫’e
 ．
 

－a
－
 

A

・m
－

a曹

. . ' 
異性聞のものとする社会通念の背景iこは、夫婦となった男女が子を緩み育て、家族

として共同生活を送りながら、次の世代につないでいくという背くからの人聞の営

みがあることは前述のとおりでみる。そうすると、本件誇議定が婚姻を災後間のも

のに滋り、間性問の婚婚を認めていないことは、上記のような社会漆念書？前提とし

た憲法24粂1項の法律婚純度の構築に腐する要誇に基づくものであって、 J::記区

間取扱いについては会渡的な根拠が存するものと認められる。

したがって、殺件諸規定が婚婚を異性聞のものに限り冊像情の婚姻をど認めていな

いとと自体が、立法裁重量の範囲を超え、性的指向による差別にき当たるとして、賞筆法

14条1墳に違反するとはいえない。

:r. これに対し、原告らは、上記区別取扱いに合理的機数きが認められるかの審査

は厳格に行われるべきであり、冊性愛者の不利益は姦大であることや、婚姻制度の

部 呂的が親密性に基づく共間生活の保護にあることなどか6すれば、上記区Jjlj取扱い

＂ミ

ニ。

に会渡的理由が存在しないことは鳴らかでみる留主張する。
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しかしながら、前述のとおり、憲法24条の「婚姻」は異性聞の婚姻を指し、同

条1項が異性聞の婚姻について法律婚制度の構築を要請している一方、向性問の婚

姻については、異性問の婚姻と同等の保障をしているとは解されないことからすれ

ば、婚姻制度の目的の一つが人的結合関係における共同生活の保護にあると考えら

5 れることなどを考慮したとしても、本件諸規定が婚姻を異性問のものに限り向性問

JO 

． 

の婚姻を認めていないことが立法裁量の範囲を超え、憲法14条1項に違反すると

はいい難い。

オ また、原告らは、本件諸規定は性別に基づく区別取扱いであるとも主張する。

しかし、本件諸規定の下では男性も女性もそれぞれ異性とは婚姻することができ、

また、同性とは婚姻することができないのであって、男性か女性のどちらか一方が

性別を理由に不利益な取扱いを受けているものではないから、本件諸規定は性別に

基づく区別取扱いをするものとはいえない。

.. したがって、この点の原告らの主張は採用することができない。．，． 
・・・．

4・・・・ ’ .. . . ... ． ．． (3）憲法24条2項適合性について

アケ） これまで述べたとおり、憲法24条の「婚姻Jが異性問の婚姻を指してい

ると解されることからすれば、本件諸規定が婚姻を異性聞のものに限り向性聞の婚

姻を認めていないこと自体が憲法24条1項、 14条1項に違反するものとはいえ

ない。

付） もっとも、前記のとおり、憲法24条1項は、同条の印刷因」すなわち異性

叩 聞の婚姻に関する立法について婚姻をするかどうか、いつ誰と婚姻をするかについ

" 

ては、当事者聞の自由かっ平等な意思決定に委ねられることとすてることを立法府に

対して求める趣旨の規定であり、法律婚制度に向性聞の婚姻を含めることについて

は何ら触れられていない。その制定時の議論をみても、同条は、明治民法の下での

家制度に付随する戸主の権限を廃止し、当事者双方の合意のみに基づく婚姻を可能

とすることに主眼があったことが認められ、婚姻は異性問のものであるとの前提に

立つものではあるものの、向性聞の婚姻を積極的に排除、禁止しようとしたものと
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はうかがわれない（前記認定事実（2）ワ）。

そして、婚姻の本質は、当事者が永続的な精神的及び肉体的結合を目的として真

撃な意思をもって共同生活を営むことにあると解されるところ、このような目的、

意思をもって共同生活を営むこと自体は向性カップノレにも等しく当てはまるもので

あるし、その性的指向にかかわらず、個人の人格的生存において重要なものである

と認められる。

したがって、憲法24条は、本件諸規定が定める婚姻を同性聞にも認める立法を

すること、又は向性問の人的結合関係について婚姻に類する制度を法律により構築

することなどを禁止するものではなく、上記のような立法は、その内容が個人の尊

JO 厳と両性の本質的平等に反し立法府に与えられた裁量権の範囲を逸脱するものでな

い限り、憲法24条に違反するものではないということができる。

． 
4・．・’－. 
（功 同性愛者は、性的指向という本人の意思で変えることのできない事由により、

本件諸規定により婚姻制度を利用することができない状態に置かれている。また、4・’．．．・
a・・．・・．． 樹

．‘. " ． 前記認定事実（4）アのとおり、一定数の地方公共団体がパートナーシッフ。証明制度を－． 
日 導入し、向性カップノレをパートナーすなわち家族として公証することを行っている

ものの、これは地方公共団体ごとの取組みで、あって、国においてはこのような制度

は存在しない。その結果、同性愛者は、そのパ」トナ｝との共同生活について、家

族として法的保護を受け、社会的に公証を受けることが法律上できない状態にある。

憲法24条2項は、婚姻に関する事項のみならず、家族に関する事項についても、

出 その立法に当たり個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚すべき旨を示しているとこ

" 

ろ、このような状態が、憲法24条2項が掲げる個人の尊厳に照らして合理性を欠

き、立法裁量の範囲を超えるものとみざるを得ないような場合に当たるか否かとい

う点を踏まえ、本件諸規定の憲法24条2項適合性を検討する。

イ 前記（1）イのとおり、憲法24条2項は、具体的な制度の構築を第一次的には

国会の合理的な立法裁量に委ねるとともに、その立法に当たっては、同条1項も前

提としつつ、個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚すべきであるとする要請、指針
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会示すことによって、その裁畿の限界そ癒したものといえる。

そして、憲法24条が、本質約に様々な繁務を検討して行われるべき立法作用に

対してあえて立法上の華客誘、指針を努完売していることからすると、その聖書籍、指針

は、単に、滋法上の権利として保簿点れる人格機会不当に侵害するものでなく、か

諮 っ、商J憶の形式的な平等が保たれた内容の法徐が号認定されればそれで足りるという

ものではないのであって、憲法上直接保嫁された権利とまではいえない人格的利義

そも尊重きずべきこと、荷性の災質的な平等が保？とれるように鐙ること、婚勉然i]E変の

10 

内容により媛婚をすることが事実上不当に制約されることのないように図ること毒事

についても十分に配慮した法律の鵜定を求めるものであり、この点でも立法裁量設に

限定的な婆誇をし、指針を与えるものといえる。

他方で、婚姻及び家族に関する事項l土、護霊の伝統や関民感情を含めた役会状況に

おける議々の護要因を踏まえつつ、それぞれの時代に必ける家銀関係についてのぎを体 1

：ト・.. の主翼手幹告と見据えた総合的な戦新によって定められるべきものである。終に、策法上

． 話草接f呆嫁された権利とまではいえない人格的利緩や実質的平等は、その内容として

" 多様なものが考えられ、それらの災現の議り方は、その時々における社会的条｛卒、

関民生活の状況、家淡の在り方等との関係において決められるべきものである。

したがって、婚熔及び家族に関する法制度合定めた話会徐の規定が憲法14条1壌

に違反しない場合に、更に憲法24条2項にも適合するものとして是認されるか喜子

かは、当該法制度の慾営や同制度を採｝認することにより生ずる影響につき検討し、

ω 当該規定が個人の議事厳と野性の本質的平等の繋請に照らして合現性会欠き、国会の

立法裁量の範囲を越えるものとみぎるを得ないような場合にさきたるかsかという観
点から判断すべきものと解するのが相当である。 （以上につき、平成27年夫婦問

氏鞠大法廷判決参照）

ウケ）湾総（法律婚）綴度は、様々な法総皮のパッケ｝ジとして議築~れており、

田 婚婚することによって様々な法的効果が発生する。例えば、民法においては、問騰、

協力及び狭紡の義務（7 5 2条）、婚姻費用の分担〔76 0条｝、財産の共有推定
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(7 6 2条2婆）＼隣婚待の財重量分与（76 8条）、議書出の推定（7 7 ~条）、特

別養子縁組についての夫婦共向縁組（8 1 7粂の3）、夫婦の共同親機（8 1 8粂）、

配偶者の総統権（89 0粂）と法定格続分（9 0 0粂）、配偶者緩住権（102 8 

条）、配偶者短期居住権（1 0 3 7条〉、遺留分〔1042条）等主主挙げられ、戸

5 緩急設においては、婚姻の届出があったときは、夫婦について新戸籍者ど綴成し（1 6 

条l項本文）、子が出会した場合に？士、子は裁の戸籍に入ること（ 1 8条｝等が挙

げられる。その他にも、税、社会保様、一出入国管理の分野絡において、個別法規に

おいて婚婚（配偶者であること），が効果発伎のための婆伶とされているものが多数

存在する。ここれらの規定の多くは、夫婦が共同生活苦？送り、場合によっては子会座

泌 み育てるにあたり、その家族関係をと法約に保護ナる趣旨のものであるということが

できる。

． 
網

ノまた、このような明文による法的効果に綬らず、婚婚により、その当事者i立、社

会内において家族として公に認知され、それにより家族として安定じた共偶然活を

営むことが可能となるという効果も生ずる。

｛イ｝ このように、婚燃は、競密な人的絡会環係について、その災i寄生活に法的保
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a
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議会与えるとともに、社会的承認を与えるものである。このように親密な人的結合

関係書ど結び、一定の永続伎役持った共間生活さと営み、霊祭燥を形成することは、当該

当事者の入金に充実をもたらす極めて議婆な意義告と有し、その入金において最も震

要な毒事療の一つであるというとごとができるから、それについて法的保護や社会的公

生 粧をと受けることもまた極めて笈撃さな意義令待つものというととがでざる。

前記認定家主総（6）ウのとおり、未婚の努女に対する鏡査で「生渡を独身で過ご？と

いうのは、望ましいさ住吉F方ではないJとの調査項聞に対して賛成の回答惑とした者は

約6鋭、 「いずれ結婚するつもりjとの務交攻箆について賛成の回答をした者は9

劉近くに透していることが伽認められる。婚姻や家主祭に関する国渓の意識や価緩畿が

" 多様化している中で、やはり法律婚を尊重する考え方が浸透しているといえるのも、

このような婚掘による法的効巣や社会内での公誌を受けられることについての意義、
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錨イ藍が大きいと考えられていることの証左といえる。

ぞうjすると、綬鈎により得ることができる、パート ど家族となり、共同生活

a-送ることについて家族としての法約保護を受け、社会的公証番ど受けることができ
る利裁は、偶人の毒事厳に関わる援護審な人格的利皇室ということができる。

領、そして、原告らの本人勢織の結果及び弁論の全越後によれば、 i資性愛者にお

いても、毅喜怒な人的絡会関係を築き、パートナーと共同生活を送り、場合によって

は子供会養育するなどして、社会の…員として生活しており、その実態は、男女の

夫婦之変わるところがないのでみって、パ…トナ｝と法約iこ家族どなることは、そ3

の人格的生存にとって緩めて重要な意義を有するものということができる。

そうすると、同性愛者にとっても、〆ートナ…ど家族となり、共同生活を送るこ

どについて家擦としての法約係幾を受け、社会的公誌を受けることができる利益は、

総人の尊厳院関わる重大な人接的利益に滋たるということができる。

エ約書官記ウ｛討に挙げた婚婚による法的効果の中には、向性問の人的総会擦係に

おいても、当事者問の契約毒事により一定緩皮は実現可能ヤあるものも存在する。 1燃

えば、同居、協力及び扶助の義務（民法752条）については、香運約により問機の

効果安全じさせることが可能であるといえるし、相続のように当事者の一方の死後

にその財産を他方に鎗演させることは、契約や遺言空事によっても可能であるなど、

契約や民訟上の偽の制度毒事そ用いるととによって、…定程度は災現可能である。

しかし、一共同毅緩や税法上の優遇婚置等、契約毒事によっては爽現隈難なものや婚

謂 姻制度による場合とは完全に悶じ効果を得ることができないものも存復する上、契

約等による滋会lこは、婚姻とは異なり、毒事前に個別の契約等安行っておく必要警があ

． 
" 

るという相違点がある。

｛イ｝ また、向性カップノレでも尖湾生活設営むこと自体は自由で、あって、本件諸規

定はそれ密体告と制約するものではない。しかしながら、我が留において、法律婚な

部 重視する考え方が依然として根強く存在することは前記のとおりであり、婚姻する

ことによって社会内で家族とじて認知、承認され、それによって安定した社会生活
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を営むことができるという実態があることが認められるところ、向性問の人的結合

関係については、法簿上、このような社会約公認を受ける手段がないため、社会内

で生活する中で家族として扱われないという不利主義を受けている。この点につき、

療を告らの本人尋問の結果によれば、例えばパートナーが疫療機関で診療を受けた際

' に家族として認められなかったために病状の説明を受けられなかったり、入鰐の際

の保証人になることができなかったりするなどの不利益を受けた経験を有する者が

あるととが認められる。

（功そして、性約指向は本人の努力や治療により変えられるものではなく〈前記

認定事災（1）ア）、現行法上、！湾性愛者が婚姻することが実質的に磁幾であることは、

・6 4静

JO 前述のとおりである。

悼 とのように、夜夜、同性愛殺には、パ…トナ｝と語家族になることを可能にす

る法制度がなく、間性愛者；立、その生涯を遂じで、家族を持ち、家庭を築くことが、

法律上極めて溺畿な状況に震かれている。家族会持たないという選択ぜをすることも－
 

a

’
 ．
 

当
事．，
 

．
 

．．
 
，
 

－
z
F
 ’ .  
ー・・，・

巡核個人の自由であることは当然であるが、特定のパ…トナ｝と家族になるというー－．．．．．・・ . . 4・．． 
“ 希望を手ずしていても間性愛者というだけでこれが生援を通じて不可能になることは、
その人格的生存に対するE畿大な脅威、障害であるということができる。なお、向性

カップノレにおいて、婚鍛が認められていないことから養子縁組をする例があること

がうかがわれるが、男女の炎綴と同様の人的結合関係について、親族関係を構築す

るために養子縁組を用いて親子関係となるのは、飽くまでその他の制度がないこと

によりやむ会得ず行う代替手段であり、当該人的絡会関係の本来の爽態、実情には＂主

遊会していないちのといわざるを得ない。

;t併 以上惑と踏まえ、本件諸規定さと含む現行法よ、同性問の人的；結合鑓係につい

て、パートナ…と家族になり、共同生活惑と送ることについて家族とじての法的保護

を受け、社会的公殺を受けるための制度｛以下 fパ…トナーと家族になるための法

部 制度Jという。）が設けられていないことについて、個人の尊厳に照らして合寝技

:a::欠き、鴎会の立法裁量設の範囲を超えるものとみざるを得ないような場合に当たる
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・．・．．－ 
十． ． ．． ．． 
・・・．．．．．． 
－・...

か否か、本件諸規定の憲法24条2項適合性について検討する。

付）前記（1)エのとおり、近時、同性愛者等を取り巻く社会状況には大きな変化が

あり、同性愛を異常なもの、病的なものとするかつての認識は改められつつあり、

多くの国において向性問の人的結合関係に一定の地位や法的効果を与え忍登録パ｝

トナーシップ制度等が導入され、さらに、平成13年以降、約30の国・地域にお

いて、向性問の婚姻を認める立法が次々にされてきたことが認められる。我が国に

おいても、多くの地方公共団体においてパートナーシップ証明制度が導入され、民

間企業においても同性間の人的結合関係を夫婦と同等に扱う例があるなど、向性カ

ップノレについて一定の保護を与えようとする動きがある。

また、性的少数者に対する調査によれば、 8～9割の者が、向性問の婚姻の制度
又は国レベルのパートナーシップの登録制度を要望していることが認められる（前

記認定事実（1）ワ（ウ）及び（エ））。

さらに、世論調査の結果によれば、平成26年に行われた調査においては、同性

聞の婚姻を法的に認めることについて、反対意見が賛成意見を上回っていたが、平

－． 
" 成27年以降は賛成意見が反対意見を上回るようになり、令和2年に全国の有権者

"' 

" 

を対象として実施された調査では、賛成意見が46%、反対意見が 23%であり、

平成17年に行われた調査より賛成意見が 14%増えたことが認められるほか、平

成 30年に行われた調査では向性カップノレにも何らかの法的保障が認められるべき

であるとの回答が 75%を超えていることが認められる（前記認定事実（5））。

（ウ） 現在、向性愛者についてパートナーと家族になるための法制度が設けられて

いないのは、前述のとおり伝統的に婚姻が異性聞のものと考えられてきたことに負

うところが大きいものと考えられるが、パートナーと家族になるための法制度とし

ては、向性聞の婚姻制度以外にも、イタリア等の諸外国で導入されている制度（前

記認定事実（3）ア）のような婚姻に類する制度も考えられるところであり、少なくと

もこのような婚姻に類する制度は、前記の婚姻についての伝統的な価値観とも両立

し得るものと考えられる。
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5 

そして、多数の地方公共団体においてノヌートナーシップ証明制度が導入され、利

用され、広がりをみせていることは前述のとおりであり、さらに固において向性問

の人的結合関係について婚姻に類する制度を構築することについて大きな障害とな

るような事由があることはうかがわれない。むしろ、上記のような制度を構築するl

ことは、その同性聞の人的結合関係を強め、その中で養育される子も含めた共同生

活の安定に資するものであり、これは、社会的基盤を強化させ、異性愛者も含めた

社会全体の安定につながるものということもできる。

（エ）他方で、向性聞において、パートナーと家族になるための法制度をどのよう

に構築するかという点については、原告らが主張するように現行の婚姻制度に向性

JO 聞の婚姻も含める方法のほか、諸外国で導入されている制度（前記認定事実（3）ア）

・．
－－－．－ ．．．．． 
－・．－－． ． 

15 

01' 

" 

のように、現行の婚姻制度とは別に同性聞でも利用可能な婚姻に類する制度を構築

し、そのパートナーには婚姻における配偶者と同様の法的保護を与えることも考え

られる。

また、前記認定事実（3）イ（ウ）のとおり、同性問の婚姻を認める外国の立法例におい

ても、異性聞の「婚姻」と向性問の「婚姻Jの法的効果に相違がある場合（又は、

導ス当初は相違があった場合）があり、その主なものとして嫡出推定規定の適用の

有無、養子縁組の可否、生殖補助医療利用の可否等が挙げられることが認められる。

我が国においても、向性聞の人的結合関係についてパートナーと家族になるための

法制度を導入すlる場合に上記のような点についてtいかなる制度とすべきかについて

は、国の伝統や国民感情を含めた社会状況における種々の要因を踏まえつつ、また、

子の福祉等にも配慮、した上で、立法府において十分に議論、検討がされるべきであ

るということができる。

同以上の点を総合的に考慮すると、現行法上、同性愛者についてパートナーと

家族になるための法制度が存在しないことは、同性愛者の人格的生存に対する重大

な脅威、障害であり、個人の尊厳に照らして合理的な理由があるとはいえずi憲法

24条2項に違反する状態にあるということができる。しかしながら、そのような、
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法制度を構築する方法については多様なものが想定され、それは立法裁量に委ねら

れており、必ずしも本件諸規定が定める現行の婚姻制度に向性問の婚姻を含める方

法に限られない（現行の婚姻制度とは一部異なる制度を向性問の人的結合関係へ適

用する制度とする方法や、向性問でも利用可能な婚姻に類する制度を別途構築する

5 方法を採ること等も可能である。）ことからすれば、同性聞の婚姻を認めていない

本件諸規定が憲法24条2項に違反すると断ずることはできない。

カゲ）以上に対し、原告らは、同性聞の婚姻を認めていない本件諸規定は、向性

カップノレは異性カップノレと何ら異なるところのない共同生活を営んでいるにもかか

わらず向性カップノレを婚姻から排除しており、その存在自体、同性愛者等に対する

JO 社会的な差別・偏見を助長させ、社会を分断するものであるかち、本件諸規定は憲

法24条2項に違反する旨主張する。

－・．・

付） この点、本件諸規定が同性愛者を法律上の家族の枠組みから排除しており、

その結果、現行法上、同性愛者についてパートナ｝と家族になるための法制度が存

在しない状態にあることが憲法24条2項に違反する状態であることについては前
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" 述のとおりであるところ、立法府において現行の婚姻制度に向性問の婚姻も含める

立法を行うことは、上記の状態を解決するために採り得る選択肢の一つである（な

お、憲法24条が同性問の婚姻に関する立法を禁止するものとは解されないことは

前記アのとおりである。）。

また、近時は改善されつつあるものの、同性愛が長らく異常なものとして認識さ

却 れ、差別や偏見の対象となってきたことからすれば、現行の婚姻制度に向性聞の婚

姻を含めることにより、異性聞の婚姻と全く同じ制度を構築することが差別や偏見

の解消に資するとの原告らの主張kも首肯できる点はある。

（功 しかしながら、婚姻や家族に関する事項については、国の伝統や国民感情を

含めた社会状況における種々の要因を踏まえつつ、それぞれの時代における家族関

ぉ 係についての全体の規律を見据えた総合的な判断によって定められるべきであるか

ら、この点に関しては立法府が合理的な立法裁量を有しているものと解される。同
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性j習の熔姻の号予j度事？縁入した0£1においても、その導入；こ先行して、まずは緩録パー

トナ…シップ制皮を導入した関も多く（前記認定事実（3）ア及びイ）、その導入過織

は様々である。また、鈴述のとおり、向性問の婚絡を導入した留においても、続出

推定規定の適用の有無、養子縁組の可否、主主殖補助医療利用の可否等について議論

がされていることが認められ、裁が国においても、これらの点について、子の福祉

や生命倫玉援の観点からの検討、他の紛皮との整合伎の検討等をど行うことが不可避で

あり、この点は第一次的には立法府の立法裁畿に委ねられているものといわ5るを

得ない。そして、婚姻制度から間性問の人約結合関係者ど鉾徐することは差別や偏見

" 

を助長するとの原告らが指摘する緩点についても、同様に立法府における検討にお

いて考殺されるべき家壊の一つであるといLうことはできるが、それによって立法府

が採り得る選択絞が、現行の婚姻制度に符性問の婚婚をすをめる立法という一つの方

法にi絞れんし、向性問の婚姻を認めていない本件諸規定が憲法24条2項に途反す． 
－
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るとはいい難い。なお、前記認定警察爽（5）のとおり、間性聞の婚姻を認めることや間

性カップルにまざして法的保際会認めるととについて、近年、肯定的えま没論が広がり
・・.. . ・・．．． ・． 
‘・

同 を見せていることなどからすれば、上記の点についての議論、検討を第一次的には

立法府に委ねることが必ずしちさ震災的でないとはいえない。

::¥'- 以上によれば、婚姻を異性腐のものに限り湾没問の婚姻を認めていない本体

諸規定が慾法24条Z項に違反するとはいえない。

3 争点（2)（国会が間性院の婚姻な可能とする立法措震を講じないことが国家賠

"' 償法1条1項の瀦用上違法と評儲されるか）について

(I) 園芸家賠償法1条1壌は、国又は公共部体の公権力の行使に滋たる公務員が綴々

の関E誌に対して負担する職務上の法的義務に違反して当該国民に損害を加えたとき

に、溜又は公共団体がこれを賠償する責任告と負うことた規定するものであるところ、

国会議員の立法行為又はft法不作為が問項の適用上違法となるかどうかは、国会議

問 員の立法過程における行動が個々の国民に対して負う毅務Jこの法的義務に途反した

かどうかの問題であり、立法の内容の違慾伎の問題とは区別されるべきものである。
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そして、上記行動たついての評価は燦郊として関民め政治的判断に委ねられるべき

議事械であって、仮にき議該立訟の内務が憲法の規定に違反するものであるとしても、

そのゆえに国会議員の立法行為又は立法不作為が笈ちに国家賠償法l条1壌の適用

上違法の評僚を受けるものではない。 l

もっとも、法律の幾主役が憲法上係隠され又は保護されている権利利益を合液約な

理由松く縦約するものとして慾法の規定に違反するものであることが明白であるに

j もかかわらず、窓会が~~な王室出なく長期にわたってその改廃等の立総捻置を怠｛＞

場合などにおいては、滋会議員（｝）"SL法過稜における行動が上記職務上の法的義務に

違反したものとして、例外的に、その立法不伊為；念、題家賠償法1条1嘆の規定の

10 遜F務上違法の評イ留を受けることがあるというべきである｛緩高裁昭和53年（オ）

第 1240今同6o＆：手11月21.a第一小法廷判決・民集39券7珍15 1 21室、

最高裁平成13年（行ツ〉第82号、第83号、関長手｛行と）多彩76号、第77号

・ 向17生存9月 14日大法廷ヰ可決・民集5g巻7珍20 8 7J室、平成27年再婚禁止

• • • • • 
期間大法廷判決参照｝。e・・・・・・ 9・

・・ ．・． －． 
" 

2や

(2) 原告らは、ヌド件諸規定会主憲法14条1項、 24粂1攻及び2項に漆反するも

のであるにもかかわらず、障会主主長期にわたって、本件諸規定が定める媛婚を向性

聞でも可能とする立法綾覆（向性問の婚姻設可能とする立法措驚〉安怠っている旨

主張する。

しかしながら、本件諸規定が憲法14条 l壊、 24条1演ないし2療に違反する

ものではないことは訴訟2において述べたとおりであるから、原告らの主張は鈴援

を欠くものといわさFるを得ない。なお、童書記2(3）のとおり、現行法上、間後愛者に

ついてパートナーと家族になるための法制度が存在しないことは、間’険愛者の人格

的生存に対する重大な脅威、態警察であり、繍人の尊厳に熊らして会主塁的な理磁があ

るとはいえず、策法24条2壌に違反する状態にあるということができるが、上記

誌 の法綴疫を構築する方法は間性問の婚姻を現行の婚姻制度に含める¥iii'の立法令行う

こと以外にも存在するのでみるから、上記の状態にあることから原告らが主張する
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同性聞の婚姻を可能とする立法措置を講ずべき義務が直ちに生ずるものとは認めら

れない。

したがって、国会が向性問の婚姻を可能とする立法措置を講じないことが国家賠

償法1条1項の適用上違法の評価を受けるとはいえない。

5 第4 結論

．． 

－． 

以上の次第であるから、原告らの請求は、その余の争点について判断するまでも

なくいずれも理由がないことに帰するから、これらを棄却することとして、主文の

とおり判決する。

東京地方裁判所民事第16部

I(』

時裁判官シを／寺、お． ． 

． 
"' 裁判官
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